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序     文 
 

ザンビア共和国政府は、1996年に教育政策「Educating Our Future」を発表して以来、教育の地方

分権化、アクセスの平準化、教育の質の向上に取り組んできました。特に、教師の職能開発に注

力し、2000年から現職教員研修プログラム（School Program of In-Service for the Term：SPRINT）を

実施しています。第5次国家開発計画（2006～2010年）では、教育セクター開発を重点課題のひと

つとし、同セクターの優先的投資プログラムのひとつとして「教師教育」を掲げ、教員養成と並

び、教員の継続的な職能開発（Continuing Professional Development：CPD）の実施促進とそのシス

テム強化を重点項目としています。 

JICAは、ザンビア共和国政府の教育の質向上に向けた取り組みを支援するため、ボランティア

の派遣や、ザンビア理数科強化（ザンビアの理数科の教科別教師会の名称（Strengthening of 

Mathematics, Science and Technology Education：SMASTE1）に対する支援を実施してきました。更

に包括的な協力を行うため、2005年より2年間、中央州において「SMASTE理科研究授業支援プロ

ジェクト」を実施しました。プロジェクト終了時には、上記SPRINT制度を活用した授業研究制度

の定着、モニタリングシステム構築、授業研究実施ガイドライン完成などの成果を達成しました。

プロジェクト目標である「教室レベルでの授業学習活動の向上」も確認されたほか、対象科目・

学年以外への授業研究活動の広がりなど予想以上のインパクトが確認されました。こうした結果

を受けて、理科以外、パイロット州以外への授業研究活動の普及展開を図ることをめざして、2008

年2月から「ザンビア共和国SMASTE授業研究支援プロジェクトフェーズ2」が開始されました。フ

ェーズ2では、中央州における初期・中期基礎学校レベル（1-7学年）の理科以外の教科での授業研

究導入、新規2州（コッパーベルト州、北西部州）における中等学校レベル（8-12学年）の理科で

の授業研究導入を支援しています。 

今般、上記プロジェクトの終了を2011年2月に控え、プロジェクトの進捗、目標及び成果達成状

況について確認するとともに終了までの課題、今後の活動計画について、関係機関と協議するこ

とを目的として2010年9月25日から同年10月24日まで調査団をザンビア共和国に派遣し、終了時評

価を実施しました。本報告書は同評価結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクトの

みならず類似プロジェクトの実施にあたって広く活用されることを願うものです。ここに、本調

査にご協力を頂いた関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願い

する次第です。 

 

平成22年11月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 

 

                                            
1 ザンビア数学教育協会（Zambia Association for Mathematics Education：ZAME）、ザンビア理科教育協会（Zambia Association for Science 

Education：ZASE）、ザンビア技術教育協会（Zambia Association for Technology Education：ZATE）の総称。 
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SW Stakeholders Workshop ステークホルダー・ワークショップ

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ザンビア共和国 
案件名：SMASTE授業研究支援プロジェクトフェーズ

2 

分野：教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA人間開発部基礎教育第二

課 
協力金額（評価時点）：1億4,000万円 

先方関係機関：教育省 

日本側協力機関：広島大学（本邦研修受入） 

協力期間 （R/D）：2008/2/26～2011/2/25

（延長）：－ 

（F/U）：－ 
他の関連協力：JOCV 

１－１ 協力の背景と概要 

ザンビア共和国（以下、「ザンビア」と記す）政府は、1996年に教育政策「Educating Our Future」

を発表し、教育の地方分権化、アクセスの平準化、教育の質の向上に取り組んできた。なかで

も、教師の職能開発に注力し、2000年から現職教員研修プログラム（School Program of In-Service 

for the Term：SPRINT）を実施している。第5次国家開発計画（2006～2010年）では、教育セク

ター開発を重点課題のひとつとし、優先的投資プログラムのひとつとして教師教育を掲げてい

る。右プログラムは、教員養成と並び、教員の継続的な職能開発（Continuing Professional 

Development：CPD）の促進とそのシステム強化を重点項目としている。 

JICAは、教師教育のうち特にCPDの実施促進を目的としてボランティア（理数科）派遣や、

ザンビア理数科強化〔理数科の教科別教師会の名称（Strengthening of Mathematics, Science and 

Technology Education：SMASTE）〕に対する支援を実施してきた。さらに包括的な協力を行うた

め、2005年より2年間、中央州の8-12学年の理科教員を対象として「SMASTE理科研究授業支援

プロジェクト」（フェーズ1）を実施した。プロジェクト終了時には、授業研究制度の定着、モ

ニタリングシステム構築、授業研究実施ガイドライン完成などの成果を達成した。「教室レベル

での授業学習活動の向上」も確認されたほか、対象科目・学年以外への授業研究活動の広がり

など予想以上のインパクトが確認された。 

こうした成果を受けて、授業研究活動の更なる普及展開をめざして、2008年2月から3年間の

計画で「SMASTE授業研究支援プロジェクトフェーズ2」を開始した。フェーズ2では、中央州

における1-7学年の理科以外の教科での授業研究導入、コッパーベルト州、北西部州における8-12

学年の理科での授業研究導入を支援している。 

１－２ 協力内容 

対象州の学校において、ザンビア政府の政策である「学校ベースの教員の継続的職能開発」

（School-Based Continuing Professional Development：SBCPD）の具体的活動として授業研究を導入

し、授業研究を通じた教員の授業実践力及び指導力の向上を図る。 

 

（1）上位目標 

授業研究手法を取り入れたSBCPD活動が持続的に実施され、他州へ普及される。 

 

（2）プロジェクト目標 

対象州で学校ベースの授業研究活動を通じて、教室レベルの授業・学習活動が向上する。

 

（3）成果 

成果1：（北西部州・コッパーベルト州）8-12学年理科における授業研究活動導入 
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成果2：（中央州）授業研究活動の強化 

成果3：（中央州）初期・中等基礎教育レベル（1-7学年）への授業研究の導入 

成果4：スキルブック（教授技術）の作成 

成果5：スキルブック（SBCPDマネジメントブック）の作成 

成果6：授業研究モニタリング活動の改善、強化 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 1億4,000万円（2009年度末までの支出実績と評価時点計画額

の合計） 

・ 長期専門家派遣   2名   ・ 機材供与 451万3,000円 

・ 短期専門家派遣   2名   ・ ローカルコスト負担 3,073万9,000円 

・ ケニア第三国専門家 4名 

・ 研修員受入 88名 

（プロジェクト予算：本邦研修11名、第三国研修15名） 

（プロジェクト予算外：本邦集団研修23名、長期研修1名、第三国研修38名） 

相手国側： 

・ カウンターパート配置 117名（延べ数） 

・ 専門家執務スペース（教育省及び中央州教育事務所）、ワークショップ会場、学

校 

・ ローカルコスト負担34億3,955万ZMK（約6,535万1,000円） 

２．評価調査団の概要 

調査者 団  長 佐久間 潤 JICA人間開発部次長 

授業研究評価 羽田 邦弘 JICA地球ひろば学校教育アドバイザー 

協力企画 菅原美奈子 JICA人間開発部基礎教育第二課 職員 

評価分析 井ノ口一善 三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社 研究員

調査期間 2010年9月25日～2010年10月24日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果達成度 

成果1～6 すべて達成された。指標の達成度は以下のとおり。 

    

成果1：（北西部州・コッパーベルト州）8-12学年理科における授業研究活動導入 

対象校のうち76.4％（北西部州）、100％（コッパーベルト州）が授業研究を実施（目

標値70％）、授業研究参加教員数は、北西部州1,026名、コッパーベルト州2,443名。

育成されたファシリテーターは北西部州78名、コッパーベルト州82名。 

成果2：（中央州）授業研究の強化 

対象校のうち85.4％が授業研究を実施（目標値70％）、6,713名の教員が参加。 

成果3：（中央州）初期・中等基礎教育レベル（1-7学年）への授業研究の導入 

対象学年（1-7学年）での授業研究実施率は74％（目標値70％）、2,091名の教員が参

加。 

成果4：スキルブック（教授技術ブック）の作成 

合計4,000部（2009、2010年）印刷・配布された。 

成果5：スキルブック（SBCPDマネジメントスキルブック）の作成 

2010年に1,500部が印刷・配布された。 

成果6：（全州）授業研究のモニタリング活動の改善 
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学校における授業研究実施状況の把握、州教育支援チーム（Provincial Education Support 

Team：PEST）/郡教育支援チーム（District Education Support Team：DEST）による授業

研究モニタリングのため、計6種類に及ぶモニタリングフォーマットが作成された。

授業評価フォーマット（校内モニタリング用）が新たに作成され、SBCPD実施ガイ

ドライン第4版に加えられた。 

 

（2）プロジェクト目標達成状況（見込み） 

プロジェクト目標（授業・学習活動の向上）の達成度は、指標4項目（授業観察結果＜指

標1＞、授業に対する生徒の認識＜指標2＞、SBCPDに対する学校管理者の認識＜指標3＞及

び教員の認識＜指標4＞）について、ベースライン調査とエンドライン調査の数値を比較す

ることにより判断した。全対象州において授業観察結果の主要項目及び管理者・教員の認

識において改善傾向がみられ、目標は達成されつつあると判断できる。 

    

1）中央州 

＜指標1＞授業観察結果の向上 

「授業の目標・達成度」「授業の展開」「生徒の活動の割合」「その他（時間管理、板

書等）」の項目で、ベースライン調査（2006年2）と比較し改善が確認されたが、「教

師の発問技術」は依然として低い。 

＜指標2＞授業に対する生徒の認識の向上 

高等学校では、教授法や教授内容に対する生徒の認識が肯定的に変化。基礎教育学

校では、わずかながら向上がみられた。 

＜指標3、4＞SBCPDに対する学校管理者（校長・副校長）及び教員の認識の向上 

SBCPDの必要性、授業研究による学びあい等の効果、授業計画の習慣化等において

認識の向上が確認された。 

 

2）北西部州・コッパーベルト州 

＜指標1＞授業観察の結果 

両州ともに、「授業の目標・達成度」「授業の展開」「教材の活用」「その他（時間管

理、板書等）」においてベースライン調査（2008年）と比較して改善がみられたが、

「教師の発問技術」「生徒の活動の割合」はほとんど改善がみられない。 

＜指標2＞授業に対する生徒の認識の向上 

北西部州では、「学習に対する自主性」以外のすべての項目でベースライン調査と比

較し、数値の改善が確認された。コッパーベルト州では、ほとんどの項目で変化は

みられないが、「学習に対する自主性」「学習成果の評価」についてわずかながら低

下が確認された。 

＜指標3、4＞SBCPDに対する学校管理者（校長・副校長）及び教員の認識の向上 

両州において、学校管理者及び教員はSBCPDの実践が成功しており、効果が高いと

認識していることが分かった。 

 

（3）上位目標達成状況（見込み） 

上位目標達成（SBCPDの継続的実施、他州への普及）の見込みは高い。政策面では全国展

開に向けたマスタープランが、また実施面では実施ガイドラインが作成されている。関

                                            
2 「SMASTE 理科研究授業支援プロジェクト」（2005～2007 年）で実施したベースライン調査のデータ 
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係者のコミットメントも高く、全国展開が実現される可能性は高い。ただし、更なる活動

の強化が必要だと考えられる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

対象国の開発計画、教育政策との整合性も高く、日本の援助としても妥当性は高い。具

体的には、国家開発計画及び教育政策では、教育の質的改善及び教員の継続的な職能開発

（CPD）が重要事項として位置づけられており、対ザンビア国別援助計画でも教育は重点

支援分野のひとつである。授業研究は既存のSPRINTの仕組みを活用する形で導入されたこ

とから短期間で普及でき、アプローチも適切であった。また、教授技術を改善する有効な

手段であることも確認された。 

 

（2）有効性：高い 

各州での授業研究実践及びモニタリングの実施など成果すべてが達成されたことが、各

州での授業改善というプロジェクト目標達成につながりつつある。プロジェクト目標達成

に貢献する要因としては、授業研究の実践やモニタリングは教員や教育行政官の日常業務

と位置づけられていること、ザンビア側関係者の高いコミットメント、オーナーシップが

活動を促進したことがある。 

 

（3）効率性：比較的高い 

日本、ザンビア共に当初合意された項目について投入を行った。一部の投入について量

が不十分、またはタイミングが遅れたため、活動の開始を遅らせることがあったが、成果

達成を阻害する要因とはなっていない（ザンビア側予算不足、執行の遅れ、モニタリング

活動への予算割り当て不足、日本人専門家人数の減、カウンターパートの空席等）。 

 

（4）インパクト：高い 

SBCPD全国展開のためのマスタープラン、学校・教育行政機関向けのSBCPD実施ガイド

ラインが作成されており、上位目標の達成（SBCPDの継続、普及）の見込みは高い。対象

科目以外の教員にも授業研究が広がり始めた、教員養成大学でも授業研究の導入が試みら

れているなど、予想外の正のインパクトが確認された。 

 

（5）自立発展性：比較的高い 

授業研究を現場レベルで継続して実施していく基礎は形成された。技術面ではWSを通じ

て校長、教員間での知識、技能の共有も進んでいるほか、帰国研修員がファシリテーター

として現場で活動にかかわっており、経験・知見が現場に蓄積されつつある。政策面では

SBCPD全国展開マスタープラン策定など継続的なコミットメントが確認された。現場での

活動継続及び全国展開のためには、モニタリングなどSBCPD活動全体に対する予算の優先

的配分が不可欠である。 

 

（6）授業研究の質的側面に関する評価結果 

全体的な成果として、①授業研究が日常の教育活動の一環として定着し、同一教科の教

員が指導法や教材等に関する情報共有を行うことにより、指導力の平準化が図られつつあ

ること、②授業研究を積極的に行っている学校では、その活動が教師の成長につながって

いると感じられること、③授業研究が生涯にわたって学び続ける教師集団づくりに大きく

貢献していると考えられること、の3点が挙げられる。 
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一方、改善を要する事項は、①教師の質問、②授業観察の態度、③授業後の検討会の3点

である。①教師の質問は、児童生徒の思考を促す質問も一部にみられたが、依然として既

習知識の確認やYes/Noだけを求める質問も多く、教師中心である。課題の内容に応じて考

えさせる質問を増やすことに加えて、児童生徒が個別に考える時間や相互に意見交換する

時間を確保する、生徒の発言内容に応じて臨機応変に質問を変えていくなどの工夫が必要

である。②授業観察では、教室内のさまざまな位置から観察し児童生徒の様子も捉えよう

とする積極性がうかがえる半面、依然として教室後方に座ったまま授業者のみに集中する

態度もみられた。教師の指導と児童生徒の反応とを常に関連させながら観察するなど、観

察者も学習者中心の視点をもつことが必要である。③授業後の検討会では、表面的な感想

や根拠の薄い肯定的意見に比べて児童生徒に関するコメントが少なく、継続的な授業改善

を進めるための方向性がみえにくい。学習者中心の授業では、授業研究の第1ステップにお

いて、学力、興味・関心、家庭状況など、学習者の実態を正確に把握したうえで、授業目

標を設定することが重要であり、授業後の検討会では、設定された目標と実際に行われた

授業とのギャップについて深く議論することが求められる。 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

既存制度の活用：既存制度（SPRINT）を活用することにより日本側投入は最小限である

ものの、ザンビア側リソース（人材、資金、指導行政の仕組み）を最大限活用し、効率的

に授業研究を広く普及することができた〔授業研究実施：約900校（対象校の平均89％）、

教員約1万1,000名（対象教員の約67％）3〕。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）ザンビア側関係者の高いオーナーシップとコミットメント 

教育省から学校レベルまで関係者の高いオーナーシップが確認された。ザンビアの国

家事業と認識して主体的に活動に取り組んだことが現場での活動定着につながってい

る。管理職のコミットメントにより必要予算を捻出するなど問題の解決が図られた。 

 

（3）本邦研修や第三国研修の帰国研修員による知見・スキルの共有 

授業研究を実施する教員、これを支援するファシリテーター、校長に対して日本人専門

家が技術的に指導する機会は限定的であるが、帰国研修員がワークショップにおいて研修

で学んだ知見・スキルを積極的に共有することによって、授業研究をより効果的に実践す

ることが可能となった。 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）ザンビア側の予算確保、支出の困難さ（本省、州、郡） 

州・郡予算計画策定時に教師教育への予算配分が十分でないこと、予算配分の遅れや

執行手続きに時間を要すこと等から、必要経費が適時に手当てされずワークショップや

モニタリングが計画どおり行われないことがあった。 

 

                                            
3 評価時点最新モニタリングデータ 
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2）ザンビア側コア・カウンターパートの退職、移動 

フェーズ1の実施を主導していた主要カウンターパートが定年退職、留学等により不在

となった際に、活動の一部が一時的に停滞した。教育省の教師教育局現職教員研修ユニ

ットの空席が続いており、教育省として実施すべき業務の遅延がしばしばあった。 

 

3）日本人専門家の人数減 

日本人専門家1名が帰国したあと、州や郡関係者に対して授業研究実践に関する技術的

な指導を行う機会が減少した。活動の継続に影響は与えていないが、授業研究実践の質的

側面を継続的に改善するための対策を講じることに限界があった。 

３－５ 結論 

本省から学校レベルまで高いコミットメントが確認され、活動は順調に進められている。プ

ロジェクト成果の大部分は達成されており、また授業研究を続けていくための基盤も整備され、

プロジェクト目標も達成される見込みである。今後は、活動の継続及び普及展開に向け、確認

された実施上の課題に対する対策を講じるとともに、一層授業の質の改善に焦点を当て活動を

続けることが必要である。 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

＜プロジェクト期間終了までに実施すること＞ 

（1）開発されたスキルブックの確実な配布と学校現場への定着 

スキルブックは必ずしも学校に定着していない。各州での経験をもとに、現場で直面す

る課題への対策等がまとめられているので、配布に加えてワークショップ等での詳細な説

明が必要。 

 

（2）授業研究活動に関する校内モニタリングの強化 

学校内部者（校長、副校長、学科長等）によるモニタリング（授業観察）を強化するた

め、改良された授業評価フォーマット（校内モニタリング用）の定着が必要。 

 

（3）州、郡、学校の責任者に対する継続的な意識づけ、SBCPDの重要性に関する啓発 

SBCPD活動の実施に重要な役割を担う管理職に対する継続的な啓発、意識づけを行う必

要がある。各州の進捗報告書を取りまとめて、全対象州、郡にフィードバックすることも、

他州・郡との比較において自らの進捗を確認することができ、意欲を高めるために有効と

考えられる。 

 

＜更なる授業研究の普及発展のための提言＞ 

（1）SBCPD関連予算の優先的確保 

予算不足や支出の遅れが一部の活動を遅らせる要因となった。SBCPD活動の優先順位を

高め、優先的に予算を配分することが必要である。さらに全国展開に必要な予算を2011年

度の詳細計画策定時に確保する必要がある。 

 

（2）教育省担当部局（現職教員研修ユニット）の機能強化 

全国展開を成功させるためには、州や組織をまたがる多くの活動を調整する必要があり、

本省（現職教員研修ユニット）の戦略策定、調整機能を強化することが不可欠。 

 

（3）学校管理者に対する研修モジュールの開発及び既存研修コースへの組み込み 

校長、副校長、学科長は、学校現場での継続的な授業研究活動の実施に重要な役割を果

たす。教育省が実施している国立現職教員研修カレッジ（National In-Service Training 
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College：NISTCOL）における管理職向け研修の一部としてSBCPDマネジメントを組み込む

ことが計画されているので、これを着実に実施することが必要である。 

 

（4）授業研究の中核技術者チームの編成 

全国展開を効果的に進めるためには中央レベルに授業研究に関する具体的な説明や助言

を行える技術者チームが必要となる。マスタープランに示されているとおりNISTCOLが

SBCPDの中心的な組織となるのであれば、組織の実質的な強化が不可欠。 

 

（5）教授技術に関する体系的な研修の実施（ファシリテーター対象） 

教員に直接助言を行うファシリテーターの技能（特に教授技術、授業観察技術）は更な

る向上が必要である。教授技術、授業観察技術については重点的な研修を実施できるよう

標準的な研修モジュール、研修教材を開発することが望ましい。帰国研修員により本邦、

第三国研修で学んだ事項をまとめてモジュールを開発することも考えられる。 

 

（6）授業研究の質的向上のために 

経験を積んだ学校は、更に授業及び授業研究の質を向上させるため「授業研究の質的側

面に関する評価結果」で示した授業改善策を実践することが望まれる。 

 

（7）エンドラインサーベイ結果の授業改善への活用 

授業観察結果について観察項目ごとに分析した結果は、授業実践上の課題をより詳細に

示しているので、まだ改善が必要とみられる項目に絞って授業研究を実践し、具体的な授

業改善につなげることが必要である。 

 

（8）モニタリング結果の戦略的活用 

授業研究実践度には、郡、学校により相当のばらつきがあることが確認されている。特

に実施率が低いディストリクト、学校について集中的にモニタリングを行うなど、データ

分析に基づく戦略的なモニタリングを実施する必要がある。 

 

（9）全国展開に向けて検討すべき事項  

次フェーズ計画を策定する際には本評価結果を踏まえ、双方の投入規模、ザンビア側実

施体制国家教育支援チーム〔（National Education Support Team：NEST）の構成、開催頻度など〕

等について検討する必要がある。 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

＜合同評価委員会で合意した教訓＞ 

（1）新しい制度やアプローチを導入する際、既存制度・行政組織を活用した計画を策定する

ことにより、現場での抵抗を和らげるとともに効率的に事業を実施することができる。 

（2）授業研究の実施、定着には教育行政によるコミットメントと教員の意欲両方が必要であ

る。 

 

＜日本側にとっての教訓＞ 

（1）先方政府のオーナーシップを尊重した事業実施 

先方政府の制度や予算を活用して事業を実施する場合、政府予算支出の遅れなどにより

活動が停滞、遅延するリスクもあるが、先方政府のオーナーシップを尊重して事業を実施

することによって事業成果の持続性や活動の継続性を担保することができる。本プロジェ
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クトは、案件形成時に活動費のコストシェアリングについて議論したうえで合意形成を図

り、実施中も専門家がザンビア側が自ら活動計画策定を行うように働きかけるなど、案件

形成時の議論や案件実施中の日本人専門家によるザンビア側とのかかわりなどを通じて先

方政府のオーナーシップを高めることが可能になった。 

（2）ベースライン調査及びエンドライン調査を活動計画の中に組み込み、さらに、先方政府

の関係者が主体的に実施すること 

現場の教育関係者が自らデータ収集、分析を行うことは、日本側専門家による丁寧な技

術支援を要するが、主体的に課題の発見・共有、対策の提案、成果の確認を行うことにつ

ながり、プロジェクト活動のみならず教育セクター全体の改善につながる。また、現場の

ニーズに応じた改善提案や活動の実施が可能となり、事業の持続性を担保することが可能

となる。 

３－８ フォローアップ状況 

ザンビア側は、2017年までに授業研究をザンビア全土の全学校に導入するSBCPD全国展開マ

スタープランを策定した（教育省、財務省承認済）。JICAは、後継プロジェクトにより授業研究

活動の全国展開及び同活動の質的改善のための技術支援を行う予定（2011年度開始予定）。 
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Terminal Evaluation Summery 

1. Outline of the Project 

Country: Republic of Zambia 
 

Project Title: SMASTE School-Based Continuing 

Professional Development Project Phase II 

Issue/Sector: Basic Education Cooperation Scheme: Technical Cooperation 

Division in charge:  

JICA Human Development Department 

Total Cost: 140 Million YEN (at the time of evaluation) 

 

Partner Country’s Implementing  

Organization: Ministry of Education 

Japanese Cooperation Organization： 

University of Hiroshima(accepting trainees) 

Period of 

Cooperation 

(R/D): 2008/2/26～2011/2/25 

 

Related Cooperation：JOCV 

1-1. Background of the Project 

The Government of the Republic of Zambia attaches great importance to teacher education as stipulated in 

the education policy, “Educating Our Future” and the Ministry of Education (MOE) in Zambia has 

established a school-based teacher training system, which is called “School Program of In-service for the 

Term (SPRINT)”, in order to regularize Continuing Professional Development (CPD) of teachers. This is 

reaffirmed in the Fifth National Development Plan (FNDP).  

JICA has supported the Ministry’s efforts by dispatching Japan Overseas Cooperation Volunteers (JOCV) 

in the field of science and mathematics education, and also has supported the strengthening of mathematics, 

science and technology Education (SMASTE1). Since 2005, JICA has implemented the Project, “SMASTE 

Science School Based CPD Project”, supporting capacity development for science teachers in Grade 8-12 in 

Central Province. At the end of the Project, it was confirmed that lesson study was rooted in teacher training 

system in Central Province and the Project produced outputs, such as the creation of monitoring system and 

lesson study implementation guideline. Moreover, there were positive spillover effects, such as lesson study 

methodology was effective for the teachers to improve their teaching and expanded to other subjects and 

lower grades. 

After the successful implementation of “SMASTE Science School Based CPD Project”, JICA launched a 

new project named, “SMASTE School-Based Continuing Professional Development Project Phase II” in Feb 

2008 for 3 years. The Phase II intended to expand lesson study to Grade1-7 in Central province and Grade 

8-12 in 2 new provinces, Copperbelt and North-western province. 

1-2 Project Outline 

The Project aims to introduce lesson study activities as one of the concrete activities of School Based 

Continuing Professional Development (SBCPD) system and to improve teachers’ competences in teaching 

and lesson delivery.  

 

(1)  Overall Goal 

Sustainable School Based Continuing Professional Development (SBCPD) through Lesson Study 
is extended to the rest of the country. 

 

                                            
1 SMASTE means that Zambia Association for Science Education (ZASE), Zambia Association for Mathematics Education 
(ZAME）, and Zambia Association for Technology Education (ZATE). 
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(2)  Project Purpose 

Teaching/learning activities in the classroom are improved through lesson study in three target 
provinces (Central Province, Copperbelt Province, and Northwestern Province). 

(3)  Outputs 

Output 1： Lesson study activities in science are introduced to schools at Grades8-12 in 
North-western Province and Copperbelt Province. 

Output 2： Lesson study is strengthened in Central Province. 
Output 3： Lesson study framework is integrated into Grades 1-7 SBCPD based on the 

experience on Grades 8-12 of Central Province. 
Output 4： Teaching Skills Book is developed on SBCPD for school managers is developed 

based on the experience of the three target provinces. 
Output 5： Management Skills Book on SBCPD for school managers is developed based on the 

experiences of the three target provinces. 
Output 6： Monitoring of SBCPD is improved in the target provinces. 

 

(4)  Inputs (at the time of terminal evaluation) 

Japanese Side：Total 140 Million YEN 
・Long Term Experts 2 ・Equipments and materials 4,513 thousand yen 
・Short Term Experts 2 ・Local costs for experts activities 30,739 thousand yen 
・Third-Country Short-Term Experts 4 
・Training opportunities for education managers and teachers   total 88 

(Within Project Budget：Training in Japan 11, Training in Third Countries 15) 
(Outside of Project Budget：Training in Japan 23, Long term training 1,Training in Third 
Countries 38) 

Zambian Side： 
・Total number of counterpart personnel assigned to the Project: 117 
・Office space for Experts in MOE and Central Province 
・Facilities for conducting the Project related activities 
・Local cost: 3,439,550,000 ZMK (equivalent to JPY 65,351,450) 

2. Evaluation Team 

Members of 

the  

Evaluation 

Team 

 

Jun Sakuma, Deputy Director General and Group Director for Basic Education, 

Human Development Department, JICA 

Kunihiro Hada Advisor for School Education, JICA 

Minako Sugawara Assistant Director, Basic Education Division 2, Basic Education 

Group, Human Development Department, JICA 

Kazuyoshi Inokuchi Researcher, Mitsubishi UFJ Research & Consulting   
Period of 

Evaluation 

Sep 25, 2010 – Oct 24, 2010 Type of Evaluation:  

Terminal Evaluation 

3. Overview of Evaluation Results 

3-1. Project Performance 

(1)  Achievement of Outputs  

All six outputs were achieved. Major achievements were indicated below. 
Output 1:  76.4% and 100% of target schools in North-western and Copperbelt provinces respectively 

had been implemented lesson study. (Target figure: 70%)  
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Output 2： 85.4% of target schools (G8-12) in Central province had been implemented lesson study. 
(Target figure: 70%) 

Output 3： 74% of target schools (G1-7) in Central province had been implemented lesson study. 
(Target figure: 70%) 

Output 4： Teaching Skills Book was developed and authorized. 4000 copies were distributed to MOE 
and target provinces.  

Output5： Management Skills Book on SBCPD for school managers was developed and authorized. 
1500 copies were printed and waited for distribution.  

Output 6:  6 kinds of monitoring format were developed and utilized at the various levels.  
 

(2)  Achievement of Project Purpose (prospect) 

The achievement of the Project purpose was verified by the following indicators, (i) Improved 
observation results of the Lessons, (ii) Improved students’ perception of the Lessons, (iii) Improved 
school managers (head teachers and acting head masters) perception of the lessons, and (iv) Improved 
teachers’ perception of their lesson. Generally, there are improvements in the results of lesson 
observations.  

 

Central Province 

(i) Improved observation results of the lessons 
・“Objective & its attainment”, “Lesson Progression (Processing)”, “Task allocated to learners 

in lesson plan” and “Other factors” showed improvement in the comparison with the results in 
20062. 

・Factor “Cognitive level of teachers’ question” is still a weak point. 
(ii) Improved students’ perception of the Lessons 
・Students’ perception at high school on science lesson showed positive response. At basic school, 

students’ perception showed limited improvement. 
(iii and iv) Improved school managers’ perception of the lessons and improved teachers perception 
of their lesson 
・Teachers and managers believed that the Project was a good success because they agreed to the facts 

that the Project achieved its Output. 
 

North-western and Copperbelt Provinces 

(i) Improved observation results of the lessons 

・ Both provinces showed that there was an improvement in “Objective and its attainment”, “Lesson 

progression”, “Use of teaching materials”, and “Other factor”.  

・ There is a limited improvement in Factors of “Cognitive level of teacher’s question” and “Task 

allocated to learners in lesson plan”. 

(ii) Improved students’ perception of the Lessons 

・ In the North-western province, students’ perceptions on science showed positive responses for all 

factors, except “Independent learning”.  

・ In the Copperbelt province, the End-line Survey showed that there were small improvements in all 

factors, except “Appropriate assessment of learning” and “Independet learning”. 

                                            
2 The data collected in 2006 during the Phase I was used as comparative data. 
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(iii and iv) Improved school managers’ perception of the lessons and improved teachers perception of their 

lesson 

・ Both managers and teachers in 2 provinces understood the contribution of the Project and its positive 

impact. 

 

(3)  Achievement of Overall Goal (prospects) 

The possibility to achieve the overall goal after the Project’s completion is High. In the policy aspect, 

the SBCPD Master Plan was modified and authorized by the Zambian Government. It indicated CPD as 

one of the core mechanisms to improve the quality of education in all provinces. From the implementation 

perspectives, the Implementation Guidelines were developed based in the Project experiences and will be 

distributed to schools in the three target provinces. In addition, the commitment and ownership of the 

Zambian side is strong. It is important and necessary accelerate and enhance those activities in order to 

extend lesson study to the rest of the country. 

3-2 Summary of Evaluation Results 

(1)  Relevance: High 

・The Zambian National Education Policy, “Educating Our Future” clearly indicated the SBCPD 

approach as one of the priorities and the Project was implemented based on this. Assistance to 

Education sector is remained as one of the priority sectors. 

・Utilization of existing framework, SPRINT, was an effective approach to spread the concept of lesson 

study to schools. 

(2)  Effectiveness：High 

・All 6 outputs were achieved and the Project is achieving its purpose. 

・The Project has been integrated into the SPRINT framework. Thus, stakeholders smoothly 

incorporated activities into the regular school calendar.  

・Strong ownership and commitment to the Project by the Zambian counterparts, including NEST, 

PEST, DEST and schools contributed to the achievement of the Project. 

(3)  Efficiency：Relatively High 

・Both the Zambian and Japanese sides have supported the Project financially and technically as agreed. 

・The budget shortages, long administrative procedure to execute the budget, reduction in the number of 

Japanese experts, the vacancies at national level, caused delays of some of the activities and limited 

the frequency of monitoring by PEST and DEST. 

(4)  Impact：High 

・The possibility to achieve the overall goal after the Project’s completion is high, since SBCPD Master 

Plan and the Implementation Guideline were developed. 

・Lesson study activities expanded to other subjects in Copperbelt and North-western provinces. 

・Collage of Education came on board and lesson study activities were introduced there. 

(5)  Sustainability：Relatively High 

・The fundamentals to carry on the Project activities were well established. Through WS, skills and 

knowledge gained by overseas trainings have been disseminated to stakeholders. SBCPD Master Plan 

was developed. 

・However, in preparation for the expansion of lesson study activities to the rest of the country, the 

additional budget needs to be allocated for SBCPD activities and regular monitoring. 

(6)  Overall assessment of the quality aspect of lesson study 

The Team observed positive effects of Lesson study in the following aspects: 1) Minimizing the 

disparities in teaching skills among teachers by sharing their knowledge about teaching techniques and 
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materials among teachers in the same subject; 2)Promoting professional development of teachers at 

schools that were actively implementing lesson study; and 3) Contributing to the development of a group 

of teachers who keep learning throughout their career, which was emphasized in “Educating Our Future” 

(1996).  

At the same time, the Team had noticed several weak points in demo-lessons and post-demo discussions 

concerning 1) questioning techniques, 2) lesson observations, and 3) post-demo discussions. In order to 

improve questioning techniques, it is necessary to give students sufficient time to think about teacher’s 

question individually or in a group, to modify questions flexibly in response to students’ 

comments/answers, and to present questions/exercises/problems considering the sequence of problems so 

that they appropriately guide or build up students’ flow of thinking. In related to lesson observation, it is 

necessary for observers as well to practice the view point of student-centered lessons by observing students 

responses in related to teachers questions or instructions. Post-demo discussions could be improved if 

discussions would be focused on whether the set lesson objectives were actually achieved.   

3-3. Factors promoting better sustainability and impact  

(1) Factors concerning to Planning 

・Utilization of existing framework 

The lesson study activities were well integrated into the framework of SPRINT, which existed for teacher 

education in Zambia. It helped stakeholders to incorporate activities smoothly into their regular school 

calendar and maximize efficiency of the Project activities (No. of schools implementing lesson study 

activities: 900 (89% of target schools) and No. of teachers implementing lesson study: around 11,000 (67% 

of teachers in target provinces3). 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

・Strong ownership of Zambian stakeholders 

Strong ownership and commitment to the Project by the Zambian counterparts at various levels contributed 

the achievements of the Project. 

・Sharing skills and knowledge gained in overseas trainings 

Overseas trainings provided by JICA were encouraged to share their skills and knowledge gained through 

overseas training at various WS. They help lesson study activities to be implemented effectively. 

3-4. Factors inhibiting better sustainability and impact 

(1) Factors concerning to Planning 

N/A 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

Some factors indicated below have hindered the smooth implementation of the Project and activities.  

・Budget constraints 

Budget constraints have been one of the main hindering factors at various levels. It has limited or delayed 

activities conducted by NEST, PEST, and DEST, such as monitoring and conducting/participating in WS. 

In addition, it burdened basic schools, in such issues as shortage of travel expense for workshop. 

・Transfer and Retirement of Core-counterparts 

Vacancies of core-counterparts due to internal transfer, retirement, and studying abroad delayed some of 

activities. Vacancies have not been filled now. 

                                            
3 It is the number of schools which conducted lesson study activities regularly reported in monitoring reports, which targeted on 
all public schools in Central province, and science teachers in High school and Upper Basic School in North-western and 
Copperbelt provinces. These data were collected from the progress reports prepared by each province in July 2010 (Central 
province and North-western province) and in Dec. 2009 (Copperbelt province).  
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・Reduction in the number of Japanese experts 

The reduction of Japanese experts from 2 to 1 had weakened technical support to the improvement of the 

quality aspect of lessons and lesson study. 

 

3-5. Conclusion 

   The Team confirmed that NEST and PEST have showed strong commitment and the Project has made 

progress. Most of outputs were produced and the fundamentals to carry on the activities have been 

established. It is clear that the Project is achieving its Project purpose. For further progress, Zambian 

stakeholders are required to focus much more on improving the quality of lessons through lesson study 

activities. 

3-6. Recommendations 

Measures to be taken by the end of the Project 

(1) Institutionalizing recently developed “Teaching Skills Book” and “Management Skills Book” to 

schools  

It is necessary to disseminate the “Teaching Skills Book” and “Management Skills Book” to all schools 

as soon as possible and to hold a session to explain the details of these skills books in the next stakeholders 

and teachers, while the “Management Skills Book” can be used for schools administers. 

(2) Strengthening internal monitoring of SBCPD at schools 

It is important to strengthen internal monitoring at schools. One of the measures is to get school 

administrators, facilitators, and teachers familiarize with newly developed “Lesson Assessment Format (for 

school use),” which is included in the 4th edition of Implementation Guideline. 

(3) Continuously sensitizing and encouraging stakeholders at all levels 

It is necessary for NEST, PEST, and DEST to continuously sensitize those key persons (PEO, DEBS, and 

school administrators) about the importance of SBCPD and effectiveness of lesson study approach to 

improve the quality of education. 

 

Measures to be taken for further advancement of SBCPD through lesson study 

(1) Prioritization of SBCPD-related budget (particularly for conducting workshops and monitoring) 

Budget constraints at all levels sometimes had delayed activities, such as stakeholder/facilitator 

workshops, NEST meetings, and monitoring. it is necessary for education administrators who are 

responsible for budget to prioritize SBCPD and allocate sufficient budget to SBCPD-related activities. 

Furthermore, MOE should prepare the detailed cost estimation and secure sufficient budget for the planned 

activities for rolling-out in the process of preparing the annual budget plan for 2011. 

(2) Strengthening of coordination and management function of Teacher Education Section (particularly 

National In-Service Unit)  

In order to successfully implement the rolling-out of SBCPD through lesson study to all provinces, the 

function of NEST and Teacher Education Section (particularly National In-Service Unit as a core) must be 

further strengthened to strategize and coordinate wide range of activities that can not be solely managed by 

each province.  

(3) Developing a training module on the management of SBCPD for school administrators  

School administrators are the key to successful implementation of effective SBCPD in terms of planning, 

budgeting, and monitoring. Thus, the Team recommends that MOE develops a training module that 

adequately addresses challenges of SBCPD management (time constraints, budget allocation, staff 

motivation, etc.) and incorporates it into Education Leadership and Management (ELM) Course curriculum, 

which is being conducted by National In-Service Training College (NISTCOL). 
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(4) Establishing a core technical team at national level excelling in lesson study 

A national team having the excelled expertise in lesson study should be established in order to accumulate 

knowledge and experiences on how to improve lessons and lesson study and give technical and practical 

advices. NISTCOL could be a suitable institution to have such a function. 

(5) Providing a structured training for enhancing facilitators’ capacities further 

Facilitators need to continuously enhance their skills. It is necessary to develop a standard or common 

module and training materials (e.g. questioning technique, lesson planning with a focus on learners) for 

facilitators’ workshops or a structured training course to be conducted with the support from NISTCOL. 

(6) Shifting a focus more to learners from teachers when conducting lesson study 

For those schools with enough experiences of lesson study, it is advisable to try some of the suggestions 

made in the previous chapter (Evaluation Results, Overall assessment of the quality aspect of lesson study). 

(7) Utilizing the result of End-line Survey for further improvement of lessons  

It is important for teachers to get a feedback from PEST or DEST members based on the result of 

End-line Survey for further improvement of their lessons. Detailed analysis of each aspect (factor) of lesson 

observation helps understand the strengths and weaknesses of lesson planning and delivery. 

(8) Utilizing the monitoring and evaluation data for strategizing monitoring 

Progress reports submitted by PEST and DEST and the End-line Survey clearly show the disparities 

among districts and schools in implementing lesson study activities. It is necessary for monitoring team at 

each level to analyze these data and identify districts or schools that are not active or not performing well 

due to various reasons. 

(9) Matters need to be considered in the planning stage of nationwide rolling-out 

It is necessary for Zambian and Japanese sides to prepare detailed action plan for nationwide rolling-out 

as soon as possible. 

3-7. Lessons learnt 

(1) Since lesson study was introduced by using the existing system of In-service Training, namely SPRINT, 

as a vehicle, it could ease the tension among teachers and school administrators against a new approach. 

(2) In order for lesson study to be taken root in schools, strong commitment by education administration as 

well as teachers motivation are both necessary.  

3-8. Plan of Follow-up 

  Zambian side plans to expand the lesson study activities to all provinces by 2017. Establishment of 

SBCPD Master Plan, which was approved by MOE and MOF, was a step to achieve it. JICA intents to 

support Zambian education, focusing on expansion of the lesson study to all provinces and quality 

improvement of lesson study activities. The Project will be launched in 2011.  

 



－1－ 

第１章 調査結果の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

「ザンビア共和国SMASTE授業研究支援プロジェクト・フェーズ2」は、2008年2月26日から2011

年2月25日まで3年間の計画で実施されている（本プロジェクトの概要は第2章参照）。今般、協力

の終了を5カ月後に控え、討議議事録（Record of Discussion：R/D）（2006年2月25日署名）第5項に

基づき、プロジェクトについてザンビア共和国（以下、「ザンビア」と記す）側関係機関と合同で

評価を行うため、当機構（JICA）本部より終了時評価調査団を派遣し、本件評価を行うこととし

た。具体的な調査の目的は以下のとおりである。 

① これまで実施した協力活動について当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度

を確認し、問題点を整理する。 

② 計画達成度を踏まえ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点

から、プロジェクトチーム、ザンビア側関係者とともに、プロジェクトの目標達成度及び成

果等を評価する。 

③ 上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題及び今後の活動計画についてプロ

ジェクトチーム、ザンビア側関係機関と協議し、提言、教訓を取りまとめる。 

④ 評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

 

１－２ 調査方法 

本終了時評価調査は、日本国内、ザンビア国内での事前の情報収集及び調査団によるザンビア

国内での情報収集に基づき実施した。事前の情報収集は、主にプロジェクト報告書、ザンビア側

が作成した各州の進捗報告書、エンドラインサーベイ報告書などの既存資料、データの分析等に

より実施した。ザンビア国内での情報収集は、主に授業研究活動（研究授業及び授業後の検討会）

の観察、関係者インタビュー、関係機関責任者との協議、追加資料の収集により行った。 

 

１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所  属 

団  長 佐久間 潤 JICA人間開発部 次長（基礎教育） 

授業研究評価 羽田 邦弘 JICA地球ひろば 学校教育アドバイザー 

協力企画 菅原美奈子 JICA人間開発部基礎教育第二課 職員 

評価分析 井ノ口一善 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 研究員 

 

１－４ 調査日程 

本調査のザンビア国内における現地調査は、2010年9月25日～2010年10月24日の期間で実施され

た。詳細日程は付属資料1．「英文合同評価報告書」（ANNEX1）を参照のこと。 

 

１－５ 主要面談者 

現地調査では、ザンビア側関係機関（教育省、州・郡教育事務所、リソースセンター、学校関

係者等）、及び日本側関係機関（在ザンビア日本大使館、JICAザンビア事務所）の代表者、プロジ
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ェクト関係者との面談を行った。主要面談者リストは付属資料1．「英文合同評価報告書」

（ANNEX2）を参照のこと。 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 協力の背景 

ザンビア政府は、1996年に教育政策「Educating Our Future」を発表し、教育の地方分権化、アク

セスの平準化、教育の質の向上に取り組んできた。なかでも、教師の職能開発に注力し、2000年

から現職教員研修プログラム（School Program of In-Service for the Term：SPRINT）を実施している。

第5次国家開発計画（2006～2010年）では、教育セクター開発を重点課題のひとつとし、優先的投

資プログラムのひとつとして教師教育を掲げている。右プログラムは、教員養成と並び、教員の

継続的な職能開発（Continuing Professional Development：CPD）の促進とそのシステム強化を重点

項目としている。 

JICAは、教師教育のうち特にCPDの実施促進を目的としてボランティア（理数科）派遣や、ザ

ンビア理数科強化（ザンビア理数科の教科別教師会の名称）（Strengthening of Mathematics, Science 

and Technology Education：SMASTE1）に対する支援を実施してきた。さらに包括的な協力を行う

ため、2005年より2年間、中央州の8-12学年の理科教員を対象として「SMASTE理科研究授業支援

プロジェクト」（以下「フェーズ1」と記す）。を実施した。プロジェクト終了時には、授業研究制

度の定着、モニタリングシステム構築、授業研究実施ガイドライン完成などの成果を達成した。「教

室レベルでの授業学習活動の向上」も確認されたほか、対象科目・学年以外への授業研究活動の

広がりなど予想以上のインパクトが確認された。 

こうした成果を受けて、授業研究活動の更なる普及展開をめざして、2008年2月から3年間の計

画で「SMASTE授業研究支援プロジェクトフェーズ2」（以下「フェーズ2」と記す）を開始した。

フェーズ2では、中央州における1-7学年、理科以外の教科での授業研究導入、コッパーベルト州、

北西部州における8-12学年の理科での授業研究導入を支援している。 

 

２－２ 協力の内容 

２－２－１ 基本計画 

本プロジェクトは、対象州の学校において、ザンビア政府の政策である「学校ベースの教員

の継続的職能開発」（School-Based CPD：SBCPD）の具体的活動として授業研究を導入し、授業

研究を通じた教員の授業実践力及び指導力の向上を図るものである。 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（第3版）に規定され

た協力の内容は、以下のとおりである。詳細は付属資料1．「英文合同評価報告書」（ANNEX3）

を参照のこと。 

    

（1）上位目標 

授業研究手法を取り入れたSBCPD活動が持続的に実施され、他州へ普及する。 

 

（2）プロジェクト目標 

対象州において、学校ベースの授業研究活動を通じて、教室レベルの授業・学習活動が

                                            
1 ザンビア理科教育協会（Zambia Association for Science Education：ZASE）、ザンビア数学教育協会（Zambia Association for Mathematics 

Education：ZAME）、ザンビア技術教育協会（Zambia Association for Technology Education：ZATE）の総称。 
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向上する。 

 

（3）成果 

成果1：（北西部州・コッパーベルト州）8-12学年理科において授業研究活動が導入され

る。 

成果2：（中央州）授業研究活動が強化される。 

成果3：（中央州）フェーズ1の経験をもとに、授業研究の枠組みが初期・中期基礎教育

レベル（1-7学年）へ導入される。 

成果4：3州での経験をもとに、スキルブック（教授技術）が作成される。 

成果5：3州での経験をもとに、スキルブック（SBCPDマネジメントブック）が作成さ

れる。 

成果6：対象州において、授業研究のモニタリング活動が改善、強化される。 

 

（4）PDM改訂の経緯とその変遷 

本プロジェクトのPDMは計3回改訂されている。当初PDM（第0版）からの改訂の経緯と

変遷は表-1のとおりである。いずれも投入あるいは指標の変更であり上述の基本計画は変更

されていない。 

 

表－１ PDM改訂の経緯と変遷 

改訂日 改訂内容 経 緯 

2009.5.11 

（第1版） 

長期専門家1名追加 活動量の増加、モニタリング活動強化のため長期専門家（業

務調整/授業研究活動モニタリング）を追加派遣することと

した。 

2010.2.17 

（第2版） 

指標の整理 2009年10月運営指導調査において一部の指標についてデー

タ収集困難、他の指標との重複などが確認されたことを受

け、指標（プロジェクト目標及び成果）を改訂した。 

2010.4.14 

（第3版） 

短期専門家の追加 長期専門家1名（授業研究マネジメント）の減を補完する目

的で、当初計画を変更し短期専門家を追加派遣することと

した。 

 

２－２－２ プロジェクト活動の概要 

（1）ザンビアにおける授業研究について 

本プロジェクトの活動の核となる授業研究は、授業の改善を目的として日本の公立小学

校・中学校の教師を中心に広く行われている活動であり、日本の教師文化の特徴ともいえ

る。具体的には、授業研究とは「学習指導案に基づいて授業を実践し、授業実施者と授業

観察者による授業後の討論を通して授業の改善をめざす「計画－実施－評価（Plan-Do- 

See）」の原理が組み込まれた、授業そのものを研究対象とする授業改善の方法」と定義

される2。教師同士が授業の計画、観察、検討を通じて学びあう活動であり、日本の中でも

                                            
2 JICA（2005）「日本の教育経験－途上国の教育開発を考える」、JICA（2007）「理数科教育協力にかかる事業経験体系化～その理念と

アプローチ～」 
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その実践方法にはさまざまなバリエーションがある。 

ザンビアにおける授業研究は図-1に示すサイクルに沿って実践されており、「授業研究実

践ガイドライン3」では、図-1のサイクルを1カ月に1回、年間7回（第1学期、第2学期は各3

回、第3学期は1回）実践することを推奨している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（JICA公開シンポジウム「開発途上国における授業研究」、中井一芳専門家発表資料より引用） 

 

図－１ ザンビアにおける授業研究サイクル（概念図） 

 

本プロジェクトでは、日本人専門家とザンビア人カウンターパートが議論しながら、日

本の経験を元にザンビアの教育現場の状況に応じた形で授業研究を導入した。このため、

実施の主体（日本は教師による自主的な実施、ザンビアの場合は政府主導）、授業計画の作

成者（日本は研究授業を行う教師が単独で作成する場合が多い、ザンビアの場合は同じ教

科や学年担当の教師グループで作成）、研究授業の実施方法（日本は1回、ザンビアは2回）

等、さまざまな側面において日本のそれとは異なっている。プロジェクト専門家による日

本とアフリカ（ザンビア）における授業研究の比較結果については、次頁の表を参照され

たい。 

 

 

                                            
3 Ministry of Education (2010), School-based Continuing Professional Development through Lesson Study Implementation Guidelines, 4th 

Edition 
 

1.課題の選出

2.共同で授業
案を作成

3.研究授業を
実施

4.反省会の実施
5.改善した授
業案を作成

6.研究授業を
再度実施

7.反省会の実施

8.まとめと記録
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＜参考資料＞ 

日本とアフリカ（ザンビア）における授業研究の比較 

項目 日本における一般的な方法
アフリカ（ザンビア）での実践（現

状） 
背景・考察 

実施の

主体 

教員による自主的な実施 

学校や地区における計画的

実施 

政府が命じての実施（官製） 

（ただし、既存の校内研修制度を

利用） 

日本で教員の自主的な研修活動として始められた授業研究（ボトム

アップ）は、ザンビアでは既存の校内研修のツールとして、政府の

指示（トップダウン）で実施される。 

実施単

位 

基本的に学校単位 

教員グループの自主研修

会、地区ごとの教科別研修

会、研究発表会などで実施

されることもある。 

学校またはゾーン（学校群）単位 へき地校や分校を除いて学校の規模が一定範囲の日本に比べて、ザ

ンビアではその規模が多様である。教員が数十名いる学校では学校

単位で、教員が数名しかいない学校（特に小学校）は、近隣の学校

が集まって授業研究を行う。しかし、学校間の距離が数十キロ離れ

ている場合も少なくないため、こうした学校の教員にどのように研

修の機会を提供するかが課題となっている。 

実施者 教員・講師（基本的に資格

保持者） 

ときに教育実習生など 

教員（資格保持者） 

教員・臨時講師（無資格） 

ときに教育実習生、教員養成大学

教員 

原則として正規の資格（教員免許状）をもつ教員が教壇に立つ日本

に比べて、ザンビアでは教員養成課程を出ていない無資格の教員や

臨時講師が相当の割合で授業研究に参加する。本来であれば教員養

成課程で学習するはずの教科内容や教授技術、教職教養、教員とし

ての態度までをも授業研究を通じて学習しなければいけない一面

がある。 

実施促

進者 

研修主任、教科主任、学年

主任など 

 

授業研究ファシリテーター（教員）

現職教員研修調整役教員 

教頭 

各学校に研修責任者がいる日本に対して、ザンビアでは制度上、教

頭が研修の責任者になっている。そのほかに、地区ごとに選出され

た授業研究のファシリテーター役の教員（教科内容・教授法担当）

や現職教員研修調整役の教員（研修実施方法担当）がおり、担当地

区における授業研究実施の促進や授業研究実施時における技術的

な助言をしている。政府は、これらの人員を定期的に集めて、集団

研修という形でインプットを行う。 

各学校に技術的な助言のできる人材がいない状況への対策と考え

られる。 
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学校管

理職の

役割 

教員の主体性を重んじた実

施サポート 

技術的な助言 

教員への強制を伴う実施サポート

感覚的な助言 

ザンビアでは学校管理職になるための試験や研修がないため、管理

職としての専門性は低い。教員研修の必要性に対する管理職の理解

度が、授業研究の実施に大きく影響する。このため、管理職に対し

て、教員の継続的職能成長の必要性や学校運営に関する研修を並行

して行う必要がある。 

授業研

究実施

の目的 

反省的授業研究： 

学校目標・教育目標にある

授業像の具現化（一般的に

は子ども中心の授業実践の

ための教員の技術向上） 

研究的授業研究： 

授業に関する特定の研究目

的（仮説）を設定したうえ

での実践 

教科内容、教材の理解促進 

良い授業・理想とする授業の模索

（「現在の授業を子どもにとって

より楽しく分かりやすい授業にす

る」ことを繰り返し、理想の授業

像を模索すると同時に教員の技能

向上を図る） 

教員が子ども中心の授業に関する一定レベルの知識や技能を備え

ている日本に比べ、ザンビアでは、教員の間に理想とする授業像の

共通理解がない。言葉では「子ども中心の授業」が理想と述べるが、

教員自身も知識伝達型・講義型の授業しか受けていないため、それ

が具体的にどのような授業なのかイメージがない。また、それ以前

に教科内容を十分に理解していない教員や、教材・教具に関する知

識が不足している教員が少なくないため、授業研究を通じてこれら

の学習を促進する必要がある。 

授業計

画 

研究授業を行う教員が授業

案を作成する。その後、グ

ループ（学年部や教科部）

にて検討し改善を行う場合

もある。 

同じ教科や学年を教える教員のグ

ループにより作成（学びあい）。 

ザンビアでは教科書に沿って講義を進める形の授業が一般的であ

ったため、授業計画や授業案の必要性を理解している教員が少なか

った（大学卒業後、一度も授業案を書いたことのない教員も存在す

る）。このような背景から、指導計画のつくり方や授業案の書き方

を教えあう・学びあう意味で、グループで研究授業の準備をする場

合が多い。一定のレベルに達すると個人で授業案をつくらせている

学校もある。 

研究授

業の実

施方法 

多くの場合、研究授業は1

度 

研究授業を2度実施（1度目の授業

のあとに検討会をもち、授業の改

善を図る）。 

ザンビアでは、教科内容の理解が十分ではない教員がいること（特

に無資格教員や専門以外の教科を担当する教員）、授業案を書いた

り、授業を見せあうという習慣が全くなかったことから、できるだ

けその機会を増やすことをねらって、研究授業を2回行っている。1

回目の授業からどのように改善ができたか（またはできなかった

か）を確認する意味もある。＝学びあいの機会を増やす 

研究授

業の参

観者 

同僚教員、学校管理職 

ときに外部講師（指導主事

や大学教員）など多様 

基本的に担当グループの教員 

学校管理職、他教科・他学年教員

ときに外部助言者（指導主事ほか）

日本では授業の計画者（主体者）に加え、その計画に参加しなかっ

た参観者（客観的評価者）が参加する。ザンビアでは、授業計画を

行ったグループの教員が参観する。管理職の理解があれば、管理職

に加えて、他教科・他学年の教員も客観的な評価者として参加する。 
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授業後

の検討

会の主

眼 

子どもが主体的に活動し学

んだか 

そのための教師の働きかけ

はどうであったか 

教師が教科内容を正しく理解して

いたか。 

教師が授業をうまく進めることが

できたか。 

子どもの活動が含まれていたか 

一つひとつの授業研究に目標を設定する日本の場合と違って、ザン

ビアでは、目標を設定するものの、その評価以外にも、教員として

の基本的な知識や技術に関する評価・議論を行うことが一般的であ

る。 

教員の

授業観 

授業の主役は子どもであ

り、教師はその思考や活動

を支援する。 

（子ども中心の授業、子ど

もが主体的に活動する授

業） 

授業は教師が子どもに知識や技能

を身につけさせるために行う。 

（教師中心の説明型授業、教師中

心で子どもの活動をさせる授業）

ザンビアでは、授業研究を実践してきた地区においては、それまで

の教師主導・知識伝達型の授業が、教師主導・子ども活動型に変化

してきている。また、身近な材料を利用した教材を利用するなど、

教材に関する意識も高くなっている。しかし、子どもがどのように

考えを進めるか、子どもが教材に対してどのように反応するかとい

ったことを考えることのできる教員が少なく、「授業を子どもの視

点から見直すこと」が課題となっている。子ども・教師・教材とい

う授業の3要素のうち、教師の占める部分が依然として大きいとい

える。 

授業研

究を実

施する

うえで

の環境 

・ 継続的な研修の必要性

に対する理解が一般的

・ 授業研究の日当は原則

としてなし 

・ 教科書・教具・参考情

報が充実 

・ 教員としての業務に私

生活が影響することは

まれ 

 

・ 継続的な研修の必要性に対す

る理解が十分ではない。 

・ 研修日当が支給される場合あ

り 

・ 教科書・教具・情報の慢性的

不足 

・ 私生活の諸事情（家族や教師

自身の病気、経済的な労苦な

ど）が業務に影響 

授業研究を行う環境が整っている日本に比べ、ザンビアでは教員の

労働環境の整備が十分ではない。給与の支払い遅延に対して教員の

ストライキが起ったり、子どもの活動を取り入れたため授業進捗が

遅れた教員が、管理職やPTAから責められるようなこともある。こ

れは学年末にある国家試験の結果により次の学校に進学できるか

どうかで、人生の進路が大きく決定されてしまうことが影響してい

る。 

授業研究に限らないが、教員研修を進める前提となる環境整備を、

研修の普及・促進と並行して行う必要がある。 

作成：中井一芳（ザンビアSMASTE授業研究支援プロジェクト・フェーズ2長期専門家） 2009年5月15日 
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（2）授業研究活動とSPRINTとの関係について 

本プロジェクトでは、授業研究という新しい活動を学校に導入するにあたって、新たな

仕組みを構築するのではなく、既存の現職教員研修プログラムであるSPRINTの枠組みを活

用している。SPRINTは、過去英国の支援によって構築された校内研修を行う仕組みであり、

「教員グループ会議（Teachers' Group Meetings：TGM）」「職員会議（Head teacher’s In-service 

Meeting：HIM）」「リソースセンターにおける教員会議（Grade Meetings at Resource Centre：

GRACE）」等で構成される。本プロジェクトが開始される以前、SPRINTの仕組みは残って

いたものの、実質的な活動は行われておらず形骸化した状態であった。授業研究は、SPRINT

のうち特にTGM及びHIMの具体的な活動内容として導入されている。例えば、2学期第2回

目のTGMのテーマは、研究授業（1回目）の指導案作成、第3回目のTGMは研究授業、第4

回目は研究授業（2回目）に向けた指導案改訂、というように、前述した授業研究サイクル

の各活動を各学校で行うSPRINT活動に組み込んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ SPRINTの概念図4 

                                            
4 Ministry of Education (2010), School-based Continuing Professional Development through Lesson Study Management Skills Book, 1st Edition 
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２－２－３ プロジェクトのターゲットグループ 

本プロジェクトのターゲットグループは、3州（中央州、北西部州、コッパーベルト州）の現

職教員であるが、フェーズ1対象州であった中央州とフェーズ2から新たに対象となった他2州と

は表-2のとおり対象学年、教員の範囲が異なる。フェーズ1では、中央州の8-12学年の理科教員

のみを対象としていたが、フェーズ2では、中央州では全学年、全教科の教員が対象となってい

る。コッパーベルト州、北西部州では8-12学年の理科教員のみが対象である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*新教育制度（9-3-4制）では、基礎教育学校では1-9学年を受け入れることとなっているが、地域により旧制度

（7-2-3-4制）に準じて7学年までしか受け入れない学校もある（ザンビアでは、前者をUpper Basic School、後者

をMiddle/Lower Basic Schoolと呼んで区別している）。 

*現行の高等学校（High School）は10-12学年を受け入れているが、旧制度のまま8-12学年を受け入れる学校

（Secondary School）も混在している。 

*8-12学年の教員は担当科目のみ、1-7学年の教員は担当学年の全教科を教えている。 

 

図－３ プロジェクトの対象学年、対象科目 

 

本プロジェクトの対象学校数及び対象教員数は表-2のとおり。 

 

表－２ 対象学校数及び教員数5 

州 学校種別 対象学校数 対象教員 対象教員数

高等学校 29校 
中央州 

基礎教育学校 512校 
全教員 11,519名 

高等学校 
北西部州 

基礎教育学校（8-9学年あり） 
214校 理科教員 306名 

高等学校 
コッパーベルト州 

基礎教育学校（8-9学年あり） 
292校 理科教員 1,003名 

合計 1,050校  12,828名 

                                            
5 プロジェクトモニタリング情報及び調査後の補足情報収集により確認した数値。 

 

基礎教育
学校
（Middle/Low
er Basic
School)

中・高等学校
（Secondary
School)

（理科以外）（理科以外）（理科以外）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

学年

基礎教育
学校
（Upper
Basic
School)

（理科）（理科）（理科）高等学校
（High
School)

コッパーベルト州北西部州中央州学校種別*

フ

ェ
ー

ズ
１

旧制度 新制度

フ

ェ
ー

ズ
２
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２－３ 実施体制 

本プロジェクトは、教育省教員教育局を主なカウンターパートとし、州教育事務所、郡教育事

務所、州・郡教員リソースセンターと共に実施されている（詳細は付属資料1．「英文合同評価報

告書」ANNEX6を参照のこと）。活動実施体制は図-4のとおりであり、この体制についても既存の

仕組みであるSPRINTの仕組みを活用している。SPRINTでは、各学校での校内研修実施支援のため

に、州及び郡に州教育支援チーム（Provincial Education Support Team：PEST）及び郡教育支援チー

ム（District Education Support Team：DEST）が組織されている。チームは州や郡の教育長6を長と

し、教育事務所視学官7、教師教育担当官8、教員リソースセンター調整員9、教員養成校代表等か

ら構成される。学校における授業研究を支援するためには、授業研究実施方法に関する助言や授

業改善のための知識・スキルの伝授、モニタリングが必要となるが、これらはPEST、DESTの本来

業務として位置づけられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 授業研究実施・モニタリング体制 

 

                                            
6 Provincial Education Officer：PEO、District Education Board Secretary：DEBS 
7 Provincial Education Standards Officer：PESO、Senior Education Standards Officer：SESO、District Education Standards Officer：DESO 
8 Education Officer- Teacher Education 
9 Provincial Resource Centre Coordinator：PRCC、District Resource Centre Coordinator：DRCC 

 

国
家
レ
ベ
ル

州
レ
ベ
ル

郡
レ
ベ
ル

学
校
レ
ベ
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PEST

ゾーン

BS

HS

BS

BS

F

DEST

教育省

州教育
事務所

郡教育
事務所

選出

ZIC

報告

ステークホルダー
ワークショップ

ファシリテーター
ワークショップ

報告

実施

実施

NEST Technical Sub-Committee　（4半期に1回開催）

教員教育局
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JICA専門家

指導、助言
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指導・助言・報告

NEST: National Education Support Team
PEST: Provincial Education Support Team
DEST: District Education Support Team
ZIC: Zone INSET Coordinator
F：Facilitator（一般教員）
BS: Basic School
HS: High School

リソース
センター

リソース
センター
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第３章 評価の方法 
 

３－１ 評価のフレームワーク 

本評価調査は、JICA「新 JICA 事業評価ガイドライン 第1版」（2010年6月）に基づき実施した。

評価の対象とするプロジェクトの基本計画は、PDM第3版（2010年4月14日付）（付属資料1．「英文

合同評価報告書」ANNEX3参照）、プロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle 

Management：PCM）手法を用いて評価を行った。 

評価の基本計画として、評価項目及び各評価項目に対する評価設問、収集する情報・データ等

を取りまとめ、評価グリッドを作成した。評価項目は、「プロジェクトの実績」「プロジェクトの

実施プロセス」「評価5項目」であり、詳細な評価項目は評価グリッド（付属資料1「英文合同評価

報告書」ANNEX7）を参照されたい。「評価5項目」は、経済協力開発機構開発援助委員会（Development 

Assistance Committee：DAC）が定める評価5項目「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持

続性」を用いた（表-3参照）。 

 

表－３ 評価5項目 

項目 内容・評価の視点 

妥当性 評価時点においても、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうかを、

ザンビア政府の政策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合性の観点か

ら検討する。 

有効性 プロジェクトのアウトプットの達成の度合い、及びアウトプットがプロジェ

クト目標の達成度にどの程度結びついているかを検討する。 

効率性 プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量の

観点から妥当であったかどうかを分析する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、当

初予期しなかった効果も含め検討する。 

持続性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続されるか、

あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、制度的（政

策的）側面、財政的側面、技術的側面からプロジェクトの持続性の見込みを

考察する。 

 

３－２ 評価実施体制 

評価実施にあたって、ザンビア側、日本側双方で構成される合同評価委員会を設置した（合同

評価委員会メンバーは、付属資料1．「英文合同評価報告書」に記載のとおり）。 

合同評価委員は、授業研究の観察を合同で行った（委員のうち一部）ほか、英文合同評価報告

書作成に関する協議に参加した。英文合同評価報告書は、合同評価委員である国家教育支援チー

ム（National Education Support Team：NEST）技術サブ会合（Sub-Technical Committee）と協議した

うえで、案を作成し、局長、次官に説明し了解を得た。 
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３－３ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の情報・データを収集し、評価分析を行った。 

    

（1）文献・既存資料調査 

レビューした主な資料は以下のとおり。このうち、エンドラインサーベイ結果報告書及び

運営指導調査報告書は本報告書巻末付属資料（2．3．）として添付した。 

    

1）政策文書等 

・ 教育政策（Education for Future） 

・ 第5次国家開発計画（2006～2010年） 

・ 教育政策実施計画（National Implementation Framework）（2008～2010年） 

・ 第6次国家開発計画（案） 

・ カリキュラム、シラバス 

・ SBCPDマスタープラン 

 

2）ドナー協調関連文書 

・ 教育セクター援助協調合意文書MOU（2008年5月署名） 

・ 教育セクター援助協調会議一覧 

 

3）プロジェクト情報 

・ PDM、PO 

・ 事業進捗報告書（2008年8月～2009年2月） 

・ 運営指導調査報告書（2009年10月） 

・ 中井専門家業務完了報告書（長期、2010年3月） 

・ 中井専門家業務完了報告書（短期、2010年6月） 

・ SBCPD Implementation Guideline（第4版）（2010年8月） 

・ Teaching Skill Book（第1版）（2009年6月） 

・ Management Skill Book（第1版）（2010年3月） 

・ Education Sector Strategic Plan（ESSP）2006～2010 

・ エンドラインサーベイ結果報告書（中央州、北西部州、コッパーベルト州） 

 

（2）直接観察 

実際の授業研究活動の実施状況、質的側面を把握するため、対象3州で計10の授業及び授業

研究の観察を実施した。中央州では、高等学校理科以外もプロジェクト対象となっているの

で、高等学校や基礎教育学校の地理や工業等の授業視察を行った。特に、授業や授業研究の

質的側面に関しては、PDMで規定された指標に沿って収集されたデータやインタビュー調査

だけでは限界があるため、調査団による直接観察による評価を行った。観察の詳細は表-4のと

おり。 
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表－４ 授業観察数 

州 授業観察 授業研究観察 授業科目 

中央州 5 5 
高等学校   地理、工業 

基礎教育学校 地理、算数、理科

北西部州 2 2 高等学校   数学、算数 

コッパーベルト州10 3 3 高等学校   理科、生物、数学

 

（3）インタビュー調査 

資料レビュー、直接観察に加え、本プロジェクト関係者へのインタビュー調査を実施した。

カウンターパート機関である、教育省、対象3州の州教育事務所、郡教育事務所に加えて、第

三国研修参加者（ファシリテーターを含む）、学校運営者（校長、副校長）、教員、教員養成

学校校長及び教官、またJICAザンビア事務所、日本人長期専門家を対象に質問表を作成し、

それを基にインタビュー調査を実施した。インタビュー対象者は付属資料1．「英文合同評価

報告書」（ANNEX2）を参照のこと。 

 

                                            
10 このほかにコッパーベルト州では、教員養成学校で 2 授業の授業研究を視察した。 
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第４章 実績の確認 
 

４－１ 実績の確認 

４－１－１ 投入実績 

日本側、ザンビア側双方の投入はほぼ計画どおり実施され、成果の発現に貢献している。他

方で、ザンビア側投入のうち、地方での学校モニタリングに要する経費についてはどの機関が

責任をもって予算措置を行うのかについて、プロジェクト開始当初には明確にされていなかっ

たため、予算不足によりモニタリングが十分に実施されない事例が確認された。 

 

（1）ザンビア側投入実績 

PDMに記されているザンビア側の投入は以下のとおり。 

① カウンターパートの配置 

② 授業研究活動やワークショップ開催に必要なローカルコストの負担 

③ 中央州が実施する対北西部州、コッパーベルト州に対する技術援助のための予算 

④ 授業研究活動やワークショップ開催に必要な施設の提供 

    

PDMで計画された投入に対する実績は表-5のとおり。投入実績の詳細は付属資料1．「英

文合同評価報告書」（ANNEX8～10）を参照のこと。ザンビア側投入に関して、ほとんどの

現場活動に要するコスト（2008年に実施したファシリテーターワークショップ開催費、参

加に要する旅費、配布資料印刷費、消耗品購入費、学校での授業研究実施に要する経費等）

をザンビア側が負担していることは特筆すべき事項である。教育省本省、州、郡、基礎教

育学校における活動経費は教育予算のうち教師教育（Teacher Education）予算の中の（教員

の）継続的な職能開発（Continuing Professional Development：CPD）経費として確保されて

いるほか、高等学校の場合は生徒から徴収する学費の中から活動に要する経費（教員の出

張旅費や消耗品購入費など）を捻出している。 

 

 



－16－ 

表－５ ザンビア側投入実績 

投入要素 投入実績 

カウンターパートの

配置（ANNEX 8） 

合計117名 

中央レベル：15名 

州レベル：27名 

郡レベル：69名（23郡×3名） 

（郡教育長、郡視学官、教員リソースセンター調整員） 

教員養成学校：6名 

 

＊英文合同評価報告書のカウンターパートリストには上記のう

ち、中央及び州レベルの主要カウンターパートのみ記載。 

ローカルコスト負担 

（ANNEX 9） 

ザンビア側投入額：計34億3,955万ZMK11（約6,535万1,000円） 

中央レベル：2億9,900万ZMK 

州レベル：3億5,775万ZMK 

郡、ゾーン、学校レベル：27億8,280万ZMK 

 

＊これらの経費は、国内研修経費、授業研究・ワークショップ実

施経費として支出された。 

＊なお、PDMに記載された「中央州が実施する対北西部州、コッ

パーベルト州に対する技術援助のための予算」については、当初

計画では中央州に配分される予算から支出される想定であった

が、実際には教育省予算により支出された。 

授業研究活動やワー

クショップ開催に必

要な施設の提供 

（ANNEX 10） 

（1）専門家執務スペース 

教育省カリキュラム開発センター及び国立理科センター 

中央州教育事務所 

（2）ワークショップ、授業研究実施場所 

教員リソースセンター（州、郡、ゾーン） 

基礎教育学校及び高等教育学校 

教員養成校 

 

（2）日本側投入 

PDMに記されている日本側の投入は以下のとおり。 

① 長期専門家の派遣（2名） 

② 短期専門家の派遣 

③ 海外での研修機会の提供 

④ 資機材の供与（車両、印刷機器、パソコン等） 

⑤ 専門家の現地活動に必要な経費 

                                            
11 ZMK：ザンビアクワチャ、1ZMK＝0.019 円 
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ザンビア国内における活動に要する経費はザンビア側負担により支出された一方、日本

側のプロジェクト在外事業強化費による支出は、マレーシアでの研修、他国との技術交換

や専門家の地方出張旅費、事務経費等、最小限にとどめられている。投入実績の詳細は付

属資料1．「英文合同評価報告書」（ANNEX11～13）を参照のこと。 

 

表－６ 日本側投入実績 

投入要素 実績 

専門家 

（ANNEX11） 

長期専門家 計2名 

授業研究/現職教員研修マネジメント 1名 

（2008年3月12日～2010年3月11日） 

業務調整/授業研究活動モニタリング 1名 

（2009年7月23日～2011年2月25日） 

短期専門家 計2名 

授業研究 1名 

（2010年5月9日～2010年6月5日） 

教育評価 1名 

（2010年8月29日～2010年10月23日） 

第三国専門家 第三国専門家 計4名 

ケニアSMASSEプロジェクト ナショナルトレーナー4名 

（2008年9月27日～10月5日） 

研修機会の提供 

（本邦研修、第三国） 

（ANNEX 12-1、12-2、 

12-3） 

研修機会の提供（2010年度9月までの実績）計103名 

1）プロジェクト予算による研修38名 

本邦研修（国別研修）9名 

第三国研修15名（マレーシア15名） 

技術交換14名（ウガンダ11名、ルワンダ3名） 

2）プロジェクト予算外（他形態のJICA支援による）研修65名

本邦研修（課題別研修）26名 

第三国研修38名（ケニア23名、マレーシア15名） 

技術交換1名（ボツワナ1名） 

機材供与 

（ANNEX13） 

 

供与機材 計451万3,000円 

業務用車両2台 

パソコン4台 

プリンター4台 

LCDプロジェクター4台 

携行機材 計33万7,000円 

コピー機1台 

 

＊上記のほか、フェーズ1で調達した機材（車両1台、プロジェク

ター1台、プリンター1台）も継続して活用された。 

在外事業強化費 

 

在外事業強化費 計3,073万9,000円 

2007年度 59万円（実績） 

2008年度 769万5,000円（実績） 

2009年度 788万9,000円（実績） 

2010年度 1,456万5,000円（計画） 
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４－１－２ 活動実績 

PDM（第3版）に規定された指標、活動項目に沿って各成果に対する活動実績及び成果目標の

達成度を確認した。また、POに沿い活動の進捗についても確認を行った。計画された活動はほ

ぼすべて計画どおりに実施され、深刻な遅れは確認されなかった。 

 

４－１－３ 成果達成状況 

（1）成果1 

成果1 
北西部州・コッパーベルト州において8-12学年理科において授業研究活

動が導入される。 

指標 

（1）授業研究実施学校数（目標値：70％） 

（2）授業研究活動参加の教員数 

（3）育成されたファシリテーターの数 

 

以下で示すとおりPDMで設定された目標指標を満たしており、成果1は達成されている。 

2009年の運営指導調査報告書にも記されているとおり、成果1はフェーズ2より新たに対

象となった2州（北西部州とコッパーベルト州）の8-12年生の理科科目への授業研究活動の

導入に関するものである。実際の活動は2008年のワークショップを経て、2009年に学校レ

ベルでの授業研究活動が開始された。導入当初は北西部州内で3郡、コッパーベルト州内5

郡がパイロット郡として選出され、授業研究活動が開始された。その後両州内のその他の

郡にも順次拡大されていった。 

以下、北西部州、コッパーベルト州の順に活動実績及び成果達成状況を述べる。 

 

1）北西部州における成果達成状況 

a）授業研究実施状況 

表-7は2009年8月以降で授業研究活動を実施した（最低でも1学期に1回）学校の割合で

ある。高等学校では、実施率が90％台と高く、また基礎教育学校でも実施率は向上傾向

にあることが確認された。最新の北西部州教育事務所が実施した実施状況調査結果によ

ると、2010年2学期（Term 2）の高等学校での授業研究の実施率は97.5％（39校中38校）、

基礎教育学校での実施率は71.8％（177校中127校）12となっており、PDMで設定された目

標実施率を達成している。 

本プロジェクト対象外である基礎教育学校（初期・中期教育レベル）においてもいく

つかの学校で授業研究の実施が確認され（251校中11校）、また、一部のコミュニティー

学校や私立学校にもその導入が確認された。特筆すべき事項として、教員養成校におい

ても、授業研究活動がシラバスに導入されており授業研究が行われていることが挙げら

れる。また、教員養成校校長はPESTの正規メンバーとして州内における授業研究普及活

動に参画していることも想定外の効果として挙げられる。 

 

                                            
12 高等学校及び基礎教育学校の学校数は 2010 年度第 2 学期モニタリングレポートに記載の数。 
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表－７ 北西部州の授業研究実施状況（実施率） 

学校種別 2009.8/Term2 2009.12/Term3 2010.3/Term1 2010.7/Term2 

高等学校 97.5％ 97.4％ 97.5％ 97.5％ 

基礎教育学校 67.8％ 67.8％ 67.0％ 71.8％ 

（出所：北西部州PEST作成進捗報告書2010年7月） 

 

b）教員の授業研究参加状況 

2010年PEST作成の進捗報告書によると、高等学校教員330名、基礎教育学校の教員685

名が参加していることが報告されている。 

なお、北西部州の対象教員は理科教員のみ（約300名）であるが、進捗報告書では授業

研究活動に参加した全教員数がカウントされていたため、対象教員のうち何割が実際に

活動に参加したかは確認が困難であった。 

 

c）育成されたファシリテーター数 

ファシリテーターワークショップや海外研修を通じて78名が研修を受け、その多くが

勤務を継続しており、授業研究のファシリテーターとして本プロジェクトで重要な役割

を担っている。また、ファシリテーターの大半はパイロット郡3郡に配置されている。詳

細は図-5のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 郡ごとのファシリテーターの配置人数（北西部州） 

 

2）コッパーベルト州における成果達成状況 

a）授業研究実施状況 

表-8はコッパーベルト州の授業研究の実施率をまとめたものである。北西部州同様、高

等学校では実施率が高く、また基礎教育学校でも実施率は向上傾向にあることが確認さ

れた。2010年3月のコッパーベルト州教育事務所のモニタリング報告書によると、2010年

1学期（Term 1）の実施率は、高等学校及び基礎教育学校共に、100％（高等学校全62校、

基礎教育学校は全230校）となっており、PDMで設定された目標指数を達成していること

が確認された。また、本プロジェクトで支援対象となっていない、コミュニティー学校
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や私立学校でも導入が確認されたが、基礎教育学校（初期・中期教育レベル）の実施率

は2校にとどまっている。北西部州同様に教員養成校でも導入が進んでおり、教員養成校

の校長はPESTの正規メンバーとして活動している。 

 

表－８ コッパーベルト州の授業研究実施状況（実施率） 

学校種別 2009.8/Term2 2009.12/Term3 2010.3/Term1 2010.7/Term2

高等学校 80.6％ 97.4％ 100.0％ データなし 

基礎教育学校 63.4％ 67.8％ 100.0％ データなし 

（出所：コッパーベルト州PEST作成進捗報告書2010年3月） 

 

b）教員の授業研究参加状況 

2010年PEST作成の進捗報告書によると、高等学校教員464名、基礎教育学校で1,183名

が参加していることが報告されている。北西部州同様に、コッパーベルト州においても

対象教員以外の教員もカウントされているため、対象教員のうち何割が参加したかは把

握困難である。 

 

c）育成されたファシリテーター数 

北西部州同様に、ワークショップや海外研修を通じて研修を受けた82名のファシリテ

ーターは、勤務を継続しており、授業研究のファシリテーターとして各地域での授業研

究普及、継続に重要な役割を担っている。またその大半はパイロット郡5郡（Ndola、

Mufurila、Kitwe、Kalulushi、Luanshya）に配置されている（特に、規模の大きいNdola、

Mufulira、Kitweに集中）。詳細は図-6のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 郡ごとのファシリテーターの配置人数（コッパーベルト州） 
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（2）成果2 

成果2 中央州において授業研究活動が強化される。 

指標 

（1）授業研究実施学校数（目標値：70％） 

（2）対象校のうち理科以外で授業研究を実施した学校数 

（3）郡レベルでのSW/FW13を実施した郡教育事務所の数 

 

成果2は中央州の高等学校及び基礎教育学校における授業研究活動の強化に関するもの

である。以下、主な実績で記すようにPDMで設定された目標指標は満たしており、成果2は

達成されている。中央州で実施する活動は、①中央州における授業研究活動の継続と発展

〔理科以外への授業研究活動の導入、ワークショップの実施の地方分権化（実施者を州か

ら郡教育事務所に）、モニタリングツールの開発〕、②北西部州、コッパーベルト州に対す

る技術支援の実施が主なものとなっている。 

成果指標達成状況の詳細は次のとおり。 

 

1）中央州における成果達成状況 

a）授業研究実施状況 

表-9は中央州の授業研究の実施状況（実施率）をまとめたものである。2010年7月の中

央州教育事務所の報告によると、2010年2学期（Term 2）の実施率は、高等学校が100％、

基礎教育学校が84.1％となっており、PDMで設定された目標指数を達成していることが確

認された。 

 

表－９ 中央州（8-12学年）の授業研究実施状況（実施率） 

学校種別 2009.8/Term2 2009.12/Term3 2010.3/Term1 2010.7/Term2 

高等学校 96.1％ 100.0％ 96.6％ 100.0％ 

基礎教育学校 68.4％ 84.1％ 68.5％ 84.1％ 

（出所：中央州PEST作成進捗報告書2010年7月） 

 

b）理科以外の科目への授業研究の導入状況 

理科教科以外で授業研究活動を実施している学校数については公式データがないが、

2009年7月に中央州に派遣されている青年海外協力隊員により詳細な調査が実施され、調

査対象となった247校中158校で理科教科以外の教科で授業研究活動が実施されているこ

とが確認された（実施率は63.9％）。また中央州での授業観察及び受益者調査においても、

理科以外での授業研究活動の実施が確認されており、これら調査結果は授業研究活動が

理科教科以外でも有効なツールであることを示している。 

 

                                            
13 SW：Stakeholders Workshop（ステークホルダー）、FW: Facilitators Workshop（ファミリテーター・ワークショップ） 
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表－10 中央州（8-12学年）の理科以外の授業研究活動実施状況 

郡名 学校数 調査学校
授業研究活動実施学校数

（理科以外の科目） 
実施率 

Chibombo 77 56 38 67.8％ 

Kabwe 42 42 31 73.8％ 

Kapiri Mposhi 59 37 20 54.0％ 

Mkushi 43 37 31 83.7％ 

Mumbwa 76 75 38 50.6％ 

計 297 247 158 63.9％ 

注：セレンジェ地区は本調査には含まれていない。 

〔出所：青年海外協力隊員報告書（2009年7月）〕 

 

c）郡レベルでのSW/FW実施状況 

北西部州及びコッパーベルト州と異なり、中央州では各種ワークショップ開催につい

ての地方分権が進んでおり、州教育事務所ではなく各郡教育事務所が各種ワークショッ

プ実施の責任（実施、予算処置、実施内容等）を有している。2008年3月から2009年9月

の間に、中央州のすべての郡教育事務所（6郡）が各郡においてワークショップを4回以

上開催し、約70％の学校関係者が参加した。また、2010年には、すべての郡教育事務所

が少なくとも一度はワークショップを実施し、計747名が参加した。 

 

d）成果指標以外の活動実績 

PDMで定義している成果指標以外にも以下の特筆すべき実績が観察された。 

① 中央州において45名が新たに訓練を受け、ファシリテーターに任命された。ファ

シリテーターは計121名。 

② 北西部州、コッパーベルト州同様、中央州の教員養成校（2校）でも授業研究活動

が導入された。 

③ NEST及び中央州教育事務所により2008年9月に新規導入州での授業研究活動展開

を目的として総合的なファシリテーター・ワークショップ（参加者約450名）が開催

された。 

 

（3）成果3 

成果3 
中央州において、フェーズ1の経験をもとに、授業研究の枠組みが初期・

中期基礎教育レベル（1-7学年）へ導入される。 

指標 

（1）対象校（1-7学年）のうち70％が授業研究活動を実施する。 

（2）1-7学年で授業研究活動が実施された教科の数 

（3）授業研究活動に参加した1-7学年の教員数 

 

以下のように成果3は達成されている。 

成果3は中央州での基礎教育学校（初期・中期教育レベル、1-7学年）への授業研究活動の

展開に関するものである。2010年7月の中央州教育事務所作成の進捗報告書によると、全217
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校中162校で授業研究活動は導入されており、実施率は74.7％とPDMで設定された目標実施

率を達成している。2009年の運営指導調査報告書では、授業研究活動を導入している学校

数は90校、実施率は42.1％にとどまっており、1年間で大幅な改善が確認された。 

また2009年の運営指導調査報告書によると、授業研究活動は理科以外で13科目14実施され

ていることが確認されている。本調査団による授業研究視察においても、算数及び地理で

のデモ授業や授業研究の視察を行っており、基礎教育学校（1-7学年）においても授業研究

活動が根付いていることが確認できた。他方、ザンビアにおける授業研究は導入された当

初、理科を念頭に実施されたため、モニタリングフォーマットなどに理科を強く意識する

用語が使われているところがある。このため、社会科学系の教員が理科を念頭において導

入された授業研究の手法に戸惑いを感じているケースも確認された。 

中央州教育事務所作成の進捗報告書によると、2010年7月時点で2,091名（全体の82.1％）

の初期・中期教育レベルを担当する教員が授業研究活動に参加しており、1-7学年で授業研

究が広く実践されていることが確認できた。 

 

（4）成果4 

成果4 3州での経験をもとに、スキルブック（教授技術）が作成される。 

指標 スキルブックが承認される。 

 

本プロジェクトの成果品として、3州での経験をもとに教員の指導力向上のための「教授

技術スキルブック」が作成されることがPDMで定義されていた。中央州教育事務所及び関

係者による強いイニシアティブにより、スキルブックは2009年8月に完成し1,500部が各州に

配布された。また2010年1月にも増刷された。主な配布先は3州の州教育事務所、郡教育事

務所、教員養成校、高等学校、基礎教育学校（初期・中期教育レベルを含む）となってい

る。 

 

表－11 スキルブックの配布先 

（単位：部） 

配布先 2009年8月 2010年1月

中央州 620 1,205 

コッパーベルト州 405 760 

北西部州 290 535 

教育省 185 300 

合計 1,500 2,800 

 

                                            
14 13 科目は English, Literacy, Mathematics, Social Development Study, Community Technology Study, Science, Geography, Civics, History, 

Chemistry, Religious Education, Zambian Language, and Physical Education. 

 



－24－ 

（5）成果5 

成果5 
3州での経験をもとに、スキルブック（SBCPDマネジメントスキルブッ

ク）が作成される。 

指標 スキルブックが承認される 

 

「SBCPDマネジメントスキルブック」は、校長、副校長といった学校管理者を対象とし

て、学校における教員の職能開発活動（School-based Continuing Professional Development：

SBCPD）を実施運営するにあたっての基礎知識や留意事項をまとめたものである。中央州

での経験をもとに、2010年3月に作成され、教育省の承認を得た。本調査実施時点では、配

布先の決定がなされたところまでで、各州への配布は実施されていなかったが、2010年10

月には表-12のとおり配布されることが決定されており、配布間近であったので、本成果5

は達成されたと判断する。 

 

表－12 SBCPDスキルブックの配布計画 

（単位：部） 

配布先 中央州 
コッパー

ベルト州 
北西部州 教育省 計 

高等学校 29 62 39  130 

基礎教育学校 301 236 185  722 

基礎教育学校（1-7学年） 217    217 

教員養成校 30 45 15  90 

DEST 30 50 35  115 

PEST 10 10 10  30 

教育省    185 185 

予備 3 2 6 0 11 

計 620 405 290 185 1,500 

 

（6）成果6 

成果6 対象州において、授業研究のモニタリング活動が改善・強化される。 

指標 

（1）PESTによるNEST Technical Sub-Committee向け進捗報告書が学期ごと

に作成される。 

（2）開発・改訂されたモニタリングフォーマットの数（①進捗報告書、

②教員用授業観察フォーマット、③ファシリテータースキル観察シー

ト） 

 

以下のように成果6は達成されている。 

対象州の州教育事務所はNEST技術サブ会合（Technical Sub-Committee）での報告のため、

統計データの更新とともに進捗報告書を作成し、報告を行っている。2009年9月以降、進捗

報告書フォーマットが定型化され、四半期に1回実施されるNEST Technical Sub-Committee

に各州の進捗報告書が提出され、取りまとめられている。 
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また表-13のように多くのモニタリングフォーマットが開発され、関係者に配布されてい

る。以下のフォーマットのうち、学校での使用を目的とした授業観察フォーマット〔Lesson 

Assessment Format（for school use）〕は、2010年新たに開発され、「SBCPD実施ガイドライン

（第4版）」（2010年8月）に収録された。本フォーマットを除くすべてのフォーマットは各

地方での授業研究活動の実施、モニタリングに活用されている。 

 

表－13 開発済みのモニタリングフォーマットリスト 

フォーマット名 利用者 概要 

SBCPD実施レポート（学期ごと）

（School-Based CPD Termly 

School Implementation Report） 

校長 ・ 学校での授業研究活動の実施状況記録

・ DESTへ提出 

SBCPDの進捗報告書 

（Termly Progress Report of 

School-Based CPD） 

PEST 

DEST 

・ 各学校が学期ごとに作成するSBCPD実

施レポートの分析及び取りまとめ 

・ DESTはPESTに、PESTはNESTに提出

NEST Technical Sub-Committee 

Meeting用進捗報告書 

（Progress Report Format for 

NEST Technical Sub-committee 

Meeting） 

PEST 

 

・ 郡教育事務所提出の資料の取りまとめ

・  NEST 技 術 サ ブ 会 合 （ Technical 

Sub-committee）に提出 

実施状況モニタリングフォーマ

ット（Implementation Monitoring 

Format（Operational Monitoring））

PEST 

DEST 

・ PEST及びDESTによるSBCPD活動モニ

タリング用フォーマット 

モニタリング用授業評価フォー

マット〔Lesson Assessment 

Format（for monitoring use）〕 

PEST 

DEST 

・ PEST及びDESTによる、授業観察用フ

ォーマット 

・ 授業研究（授業後検討会）における討

議・知見の共有を目的とする。 

学校用授業評価フォーマット

〔Lesson Assessment Format（for 

school use）〕 

校長、教員、

ファシリテ

ーター 

・ 校長、教員、ファシリテーター等、校

内での授業観察用フォーマット 

（注：上記のPEST、DESTによる授業観察

用フォーマットよりも簡素化された内容

となっている） 
（出所：運営指導調査報告書） 

 

４－１－４ プロジェクト目標達成状況（見込み） 

プロジェク

ト目標 

対象州において学校ベースの授業研究活動を通じて、教室レベルの授業・学

習活動が向上する。 

指標 

（1）授業観察評価指数（の向上） 

（2）授業に対する生徒の認識・評価数値（の向上） 

（3）授業に対する学校管理者（校長、副校長）の認識（の向上） 

（4）授業に対する教員の認識（の向上） 

 

プロジェクト目標の達成度は、上記指標（（1）授業観察結果、（2）授業に対する生徒の認識）

について、ベースライン調査（中央州は2006年に実施したもの、北西部州及びコッパーベルト
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州は2008年に実施したもの）とエンドライン調査の数値を比較することにより判断した。（3）

SBCPDに対する学校管理者の認識、及び（4）教員の認識については、中央州において2007年に

実施されたフェーズ1のエンドライン調査との比較のみ実施した（北西部州及びコッパーベルト

州のベースライン調査では、管理者及び教員の認識は調査していないため、比較は行っていな

い）。全州において授業観察結果の主要項目の改善、中央州においては管理者・教員の認識につ

いても改善傾向がみられ、目標は達成されつつあると判断できる。 

各指標の評価項目は、3州共通で表-14のとおりである。なお、評価ツール及びエンドライン調

査結果の詳細は付属資料2．（エンドライン調査報告書及び調査で利用された評価ツール）を参

照されたい。 

 

表－14 プロジェクト目標の指標と評価項目一覧 

評価指標 主な評価項目 

（1）授業観察 F1 授業の目標とその達成度 

F2 授業の展開 

F3 教材の準備、活用度 

F4 教員の発問（ブルーム・タキソノミー15による分類） 

F5 活動の配分（教師中心か生徒中心か） 

F6 その他（板書、時間管理、教師の生徒に対する態度等） 

（2）授業に対する生徒

の認識 

F1 教師の教え方（生徒の理解を促進しているか） 

F2 授業の雰囲気 

F3 指導内容の妥当性 

F4 学習意欲 

F5 学習に対する評価結果の妥当性 

F6 科学的概念の学習 

F7 活動の多様性 

F8 個別学習 

（3）授業に対する学校

管理者の認識 

（4）授業に対する教員

の認識 

（同じ項目についてそれぞれの立場から答える内容） 

Q１～5 教師の職能開発、授業研究導入に対する評価 

Q6～10 各学校での授業研究実施にあたっての準備への評価 

Q11～15 各学校での授業研究に対する評価 

Q16～20 授業研究を実施した結果に対する評価 

 

（1）中央州におけるプロジェクト目標達成状況（見込み） 

1）授業観察評価指数の向上 

図-7のグラフが示すとおり、全般的に授業・学習活動が改善されている。F1（授業の目

                                            
15 米国の教育心理学者ベンジャミン・ブルームらが提唱した「教育目標の分類体系(Taxonomy of educational objectives)」。ブルーム･タ

キソノミーは、教育目標の全体を、知識や知的能力・技能にかかわる認知的領域（Cognitive Domain）、態度や価値観等にかかわる

情意的領域（Affective Domain）、及び精神運動的領域（Psychomotor Domain）の 3 領域に大別し、領域ごとに最終的な目標に行き着

く過程でどのような目標の系列をたどるかという観点から、目標を更に小カテゴリーに整理・分類したもの。認知的領域は、知識、

理解、応用、分析、総合、評価の 6 カテゴリーに細分化されており、単純（低次）なものから複雑（高次）なものへという累積的・

階層的構造となっている〔JICA 教育課題タスクフォース（2007）. 「教育の質」～JICA の基礎教育協力の改善に向けて～〕。上述

の「授業評価フォーマット（校内モニタリング用）」では、ブルーム・タキソノミーのうち、認知的能力に着目し、教師の発問の内

容が生徒の認知的能力のうちどのレベルの能力伸長を狙ったものかによって分類することを企図している。 
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標とその達成度）、F2（授業の展開）、F5（活動の配分）、F6（その他）の4要素でベース

ライン調査結果と比較し、改善が確認された。この差は、t検定を行ったところ統計的に

有意であることも確認された16。他方で、F3（教材の準備、活用度）及びF4（教員の発問）

については、2006年の調査結果と比較し改善は確認できなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所：中央州エンドライン調査報告書） 

 

図－７ 授業観察結果（中央州、8-12学年、理科） 

 

授業観察項目のうち、ベースライン調査（2006年）からエンドライン調査（2010年）

の間で大きな改善が認められた項目は以下のとおりである。本調査団による教員に対す

るインタビューにおいても、これらエンドライン調査の結果と同様の傾向が確認された。 

    

a）F1（授業の目標とその達成度） 

・ 授業の目標が指導案に明記されている割合：63％から80％に増加 

・ 大半の生徒が授業の目標に到達したと評価された授業の割合：44％から62％に増

加 

b）F2（授業の展開） 

・ 導入部分で関心を惹きつける工夫をしている授業の割合：47％から74％に増加 

・ 科学的概念と結びつけて教えている授業の割合：55％から80％に増加 

c）F5（活動の配分） 

・ 生徒が中心となる活動の時間：20％から55％に増加 

    

                                            
16 有意水準 1％ 
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一方、F3（教材の準備、活用）及びF4（教員の発問）は依然として課題となっている。

F4については、発問の質の向上が一層求められる。現在の教師の発問の大半（約7割）は、

認知領域のカテゴリーでいえば、生徒の既習知識や理解を確認する単純な発問が占め、

生徒が自ら考え・分析することを促すような発問は限定的となっている。この課題につ

いては州及び郡教育事務所も十分に認識しており、2010年8月のワークショップでは集中

的に発問の質をいかに改善するかについての研修が実施された。 

 

2）授業に対する生徒の認識・評価数値の向上 

図-8で示すとおり、高等学校（High）及び基礎教育学校（Basic）ともに、生徒の理科

授業に対する認識がやや改善されている。基礎教育学校の生徒の変化は微々たるもので

あるが、高等学校生徒の認識においては一定の改善がみられる。 

基礎教育学校において、F1（教師の教え方）、F4（学習意欲）、F5（学習に対する評価

結果の妥当性）の3分野において改善が確認されたが、F7（活動の多様性）、F8（個別学

習）では大きな変化は確認できなかった。また、高等学校ではF8（個別学習）が2006年

を下回った以外は基礎教育学校が同様の傾向を示している。 

 

基礎教育学校 高等学校 

  

（出所：中央州エンドライン調査報告書） 

 

図－８ 生徒の理科授業に対する認識（中央州） 

 

3）授業に対する学校管理者（校長、副校長）及び教員の認識・評価数値の向上 

学校管理者（校長、副校長）及び教員に対し2007年実施のアンケート調査と同様のア

ンケートを実施したところ、学校管理者及び教員ともに本プロジェクトは順調に進んで

おり、授業研究活動は予定された成果を生み出していると理解していることが分かった。

特に、各学校での授業研究実施状況に対する評価や、授業研究の成果に対する認識が改

善していることが確認された（Q11～15、Q16～20の数値が伸びている）。授業に対する自

信がつき、また授業準備に費やす時間が増加するなど、正のインパクトがみられる。他

方で、教材・教具の不足（Q 9「授業で教えるために十分な教材・教具がある」への回答

は依然として低い）が教員の認識に対して負の影響を与えている。個別のインタビュー
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調査においても同様の問題が確認されている。図-9のグラフは2007年及び2010年のアンケ

ート結果をまとめ、比較したものである。 

 

エンドライン調査結果（2007年） エンドライン調査結果（2010年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Source：End-line Survey Report 2007 Source：End-line Survey Report 2010 

（出所：中央州エンドライン調査報告書） 

 

図－９ 学校管理者及び教員に対するアンケート結果の比較（中央州、2007年/2010年）17 

 

（2）北西部州におけるプロジェクト目標達成状況（見込み） 

1）授業観察評価指数の向上 

図-10グラフが示すとおり、全般的に授業・学習活動の改善が確認された。F1（授業の

目標とその達成度）、F2（授業の展開）、F3（教材の準備、活用度）、F6（その他）の4要

素でベースライン調査時と比較し、改善が確認された。この差は、t検定を行ったところ

統計的に有意であることも確認された18。他方で、F4（教員の発問）及びF5（活動の配分）

については、2008年の調査結果と比較し改善は確認できなかった。 

 

                                            
17 Q1 の回答結果に大きなばらつきがみられるが、これは 2007 年と 2010 年とで Q1 の質問内容が異なることと、Q1 以外は質問に対

して「同意（Agree）」すると点数が高くなる（授業研究に対して肯定的であることを示す）質問であるのに対し、Q1 は逆の意味の

質問であった（「（自分は、あるいは自分の学校の教員は）めったに研修に参加しない」）ため回答者が混乱したことが原因とみられ

る。 
18 有意水準 1％ 
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（出所：北西部州エンドライン調査報告書） 

 

図－10 授業観察結果（北西部州8-12学年、理科） 

 

授業観察項目のうち、ベースライン調査からエンドライン調査の間で大きな改善が認

められた項目は以下のとおりである。他方でF4（教員の発問）及びF5（活動の配分）は

依然として課題となっている。 

    

a）F1（授業の目標とその達成度） 

・ 授業の目標が指導案に明記されている割合：68％から97％に増加 

・ 授業の目標を授業の中で明確に説明しない授業の割合：61％から29％に減少 

・ 生徒が学んだことを確認する時間が確保された授業の割合：45％から81％に増

加 

b）F2（授業の展開） 

・ 導入部分で関心を惹きつける工夫をしている授業の割合：52％から82％に増加 

・ 科学的概念と結びつけて教えている授業の割合：69％から93％に増加 

 

2）授業に対する生徒の認識・評価数値の向上 

図-11は2008年と2010年の結果をグラフ化したものである。ベースライン調査と比較す

ると、F1（教師の教え方）、F5（学習に対する評価結果の妥当性）、F6（科学的概念の学

習）、F7（活動の多様性）の4分野で明確な改善が確認され、F2（授業の雰囲気）及びF3

（指導内容の妥当性）においてもその効果は限定的であるが、改善が確認された。 
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（出所：北西部州エンドライン調査報告書） 

 

図－11 生徒の理科授業に対する認識（北西部州） 

 

3）授業に対する学校管理者（校長、副校長）及び教員の認識・評価数値の向上 

図-12は学校管理者及び教員に対するアンケート結果を取りまとめたものである。両者

ともに積極的に研修やワークショップに参加していることが確認され、また本プロジェ

クトが教育現場に良い影響を与えており、ザンビアの理科教育に対するプロジェクトの

貢献を理解していることが確認された。教材教具が十分あるかという質問に対して、学

校管理者は十分ではないという認識であるが、教員はやや十分ではない、という認識で

あり若干のばらつきがみられる。 
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（出所：北西部州エンドライン調査報告書） 

 

図－12 学校管理者及び教員に対するアンケート結果（北西部州） 

 

（3）コッパーベルト州におけるプロジェクト目標達成状況（見込み） 

1）授業観察評価指数の向上 

図-13のグラフが示すとおり、全般的に授業・学習活動の改善が確認された。F1（授業

の目標とその達成度）、F2（授業の展開）、F3（教材の準備、活用度）で特に大きな改善

が認められ、F4（教員の発問）、F5（活動の配分）、F6（その他）でも限定的ではあるが、

同様に改善がみられる。授業評価の全要素で改善が確認されたのは3州のうちコッパーベ

ルト州のみである。これらは統計的に有意な差であることも確認された19。 

                                            
19 有意水準 1％ 
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（出所：コッパーベルト州エンドライン調査報告書） 

 

図－13 授業観察結果（コッパーベルト州、8-12学年、理科） 

 

授業観察項目を仔細にみると、コッパーベルト州については、他2州と異なり、「指導

案に授業の目標を明記する」「授業の中で達成可能な授業目標を設定する」といった指標

は、2008年のベースライン調査の段階で既に90％程度の授業が達成しているなど、当初

から他2州と比べて良い授業の素地があったことが分かる。他州で改善が確認された項目

のほか、コッパーベルト州だけで大きな改善が確認された項目は以下のとおりである。 

    

a）F1（授業の目標とその達成度） 

・ 授業の目標を授業の中で明確に説明する授業の割合：39％から62％に増加 

・ 生徒が自分自身で授業の中核概念を理解した授業の割合：37％から66％に増加 

 

b）F2（授業の展開） 

・ 実験や活動の前に生徒に仮説を立てさせる授業の割合：22％から50％に増加 

・ 活動のあと生徒に発表させる機会がある授業の割合：33％から73％に増加 

・ 問題の答えや良い解決法を見いだすために生徒間で議論する機会のある授業の割

合：41％から79％に増加 

 

c）F3（教材の準備、活用） 

・ 教材が生徒の理解を促進した授業の割合：59％から84％に増加 

 

2）授業に対する生徒の認識・評価数値の向上 

図-14は2008年と2010年の結果をグラフ化したものである。2008年のベースライン調査

と比較すると、F7（活動の多様性）で改善がみられるが、その他の項目での変化は限定
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的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：コッパーベルト州エンドライン調査報告書） 

 

図－14 生徒の理科授業に対する認識（コッパーベルト州） 

 

 

3）授業に対する学校管理者（校長、副校長）及び教員の認識・評価数値の向上 

アンケート調査結果では、両者ともに本プロジェクトの効果を認識しており、授業研

究活動もコッパーベルト州で順調に実施されていると考えていることが確認された。 
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（出所：コッパーベルト州エンドライン調査報告書） 

 

図－15 学校管理者及び教員に対するアンケート結果（コッパーベルト州） 

 

４－１－５ 上位目標達成状況（見込み） 

上位目標 
授業研究手法を取り入れた「学校ベースの継続的職能開発」（SBCPD）

活動が持続的に実施され、他州へ普及する。 

指標 

授業研究ガイドラインの活用度合い 

授業研究活動の定期的な実施 

全国展開マスタープランの改訂 

 

実施面においては、本プロジェクトで蓄積された経験を基にSBCPD実施ガイドラインが作成

された。本ガイドラインは既に3州で導入が進んでいるが、今後SBCPD活動全国展開の中で、授

業研究を中心とするSBCPD活動の実施ガイドラインとして全州に導入・活用されることが予定

されており、授業研究活動の普及を技術面からサポートすることが期待される。また政策面に

おいては、教育省はSBCPD活動を全国展開することを決定し、「SBCPD全国展開マスタープラン」

を正式に策定した（付属資料4．参照）。本マスタープランでは、SBCPDの実施を教育の質を改

善するための重要な戦略とし、この中心的な活動として授業研究の導入を位置づけている。教

育省教師教育局は、マスタープランを実施に移すための授業研究活動全国展開ロードマップを

作成し、SBCPDの全国展開に向けて鋭意努力していることを現地調査で確認した。これらのこ

とから上位目標達成の可能性は高いといえる。 
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第５章 評価結果 
 

５－１ 評価結果 

５－１－１ 評価5項目 

DAC5項目評価の評価設問に沿って分析結果及び評価結果を述べる。評価の根拠詳細は、付属

資料1．「英文合同評価報告書」（ANNEX7）を参照のこと。 

 

（1）妥当性：高い 

プロジェクトは、対象国の開発計画及びわが国援助政策との整合性が高いこと、授業研

究活動導入手段の適切性が高いことから、妥当性は高いと判断される。 

    

1）対象地域・社会のニーズ及び相手国の国家開発計画との整合性 

ザンビア教育開発政策「Educating Our Future」（1996年）で現職教員の継続的な能力開

発の重要性が明記されており、また第5次国家開発計画（Fifth National Development Plan：

FNDP）（2006～2010年）では教員の職能開発活動の実施促進と強化が目標となっている。

調査時点で策定中の第6次国家開発計画（Sixth National Development Plan：SNDP）（2011～

2015年）（ドラフト）でも同様の方向性が打ち出されている。このように政策的な位置づ

けが明確にされていることによって、ザンビア側が高いオーナーシップをもって活動経

費を負担するなど積極的に活動を推進することが可能となったと考えられる。これらの

ことより、授業研究の導入により現職教員の継続的な職能開発を支援する本プロジェク

トの実施は、ザンビア側の国家開発計画及び教育政策に整合したものであるといえる。 

 

2）わが国の援助政策、JICAの援助実施方針との整合性 

わが国ODA大綱、ODA中期政策では、途上国の人材育成、特に教育分野の支援に高い

優先度が置かれている。また、対ザンビアJICA援助実施方針20では、持続的な成長のため

の人材育成・制度改築が重点分野として挙げられており、わが国の対ザンビア援助政策

とも整合している。 

 

3）手段としての適切性 

本プロジェクトは、授業研究の導入にあたって、新たな普及システムを構築すること

なく、既存の校内研修を主体とする現職教員研修プログラム（SPRINT）の枠組みを活用

し、もともと学校現場に存在したが実質的活動が実施されていなかった「教員グループ

会議（Teachers' Group Meetings：TGM）」「職員会議（Head teacher’s In-service Meeting：HIM）」、

「リソースセンターにおける教員会議（Grade Meetings at Resource Centre：GRACE）」の

具体的活動のひとつとして導入した。このことによって、授業研究は、学校現場にスム

ーズに受け入れられた。また、実際に授業改善や教員、学校管理者の意識の変化が確認

されたことから、授業研究というアプローチが現職教員の教授技術向上に有効な手段で

あるといえる。これらのことから、プロジェクトが採用した手段は適切であったといえ

                                            
20 調査時点で改訂中のため、対ザンビア国別事業実施計画（2005 年）を参照した。 
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る。 

 

（2）有効性：高い 

成果達成度及びプロジェクト目標の達成見込みが高いことから判断し、プロジェクトの

有効性は高いと判断できる。 

 

1）プロジェクト目標の達成度（見込み） 

各州エンドライン調査、終了時評価で実施した授業観察、関係者へのインタビュー調

査の結果、対象3州において、授業のさまざまな側面での改善、生徒の学習活動の改善の

傾向が確認され、プロジェクト目標は達成されつつあると判断できる。いかに生徒の思

考を促す発問をできるか、授業の中に生徒の活動をどれだけ取り込むかなど、教師の指

導力や授業にはまださまざまな課題が認められるが、授業研究を通じた授業改善の取り

組みを継続することによって目標達成は確実なものになると期待できる。 

 

2）成果達成度とプロジェクト目標への貢献度 

第4章で述べたとおり、当初計画された6つの成果すべてが達成されたことが確認され

た。北西部州・コッパーベルト州での授業研究の実践（成果1）、中央州での授業研究の

強化（成果2）及び全教科・全学年への普及（成果3）、授業研究実践のためのスキルブッ

ク開発（成果4、5）、モニタリングツールの開発・活用（成果6）を達成したことが、プ

ロジェクト目標の達成（授業、学習活動の向上）につながりつつあると判断できる。 

妥当性の項で述べたとおり、校内研修を通じた教員の職能開発に対する政策コミット

メントが高く、ザンビア側が主体的に活動を推進したこと、授業研究の普及展開にあた

って既存の仕組みを活用したことによって学校現場に抵抗なく受け入れられたことが成

果及びプロジェクト目標達成度の向上に貢献した要因であると考えられる。 

 

（3）効率性：比較的高い 

ザンビア側、日本側ともに計画された投入を行い、その投入は十分に活用されたが、ザ

ンビア側の予算執行の遅れや日本人専門家の減員などが一部の活動の遅れを招いたり、技

術移転効果に制約をもたらしたりしたことから、効率性は「比較的高い」と判断した。 

 

1）日本側投入、活動、成果の因果関係 

日本側は合意された支援を実施してきた。日本人長期専門家2名、短期専門家2名、第

三国短期専門家によるプロジェクトの実施体制は問題なく機能し、成果達成に貢献した。 

他方で、本調査による関係者へのインタビューにおいて、2010年3月に長期専門家が1

名になったことで、特に授業や授業研究の改善に対する技術指導が限定的となったこと

がプロジェクト実施上直面した問題として指摘された。長期専門家については、プロジ

ェクト開始当初1名体制であったが、プロジェクト活動量の増大、モニタリング活動の推

進のため2009年7月に1名増員したことを経て、1名減となったものであり、ザンビア側か

らの指摘は、日本人専門家による技術指導に対する期待と高い信頼の証左ともいえる。 

研修機会の戦略的な活用による効果的な人材育成も成果発現に貢献した。プロジェク
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ト予算によるもの、プロジェクト以外の支援形態によるものを含め、合計88名の関係者

が日本、ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）、マレーシアで研修を受けた。帰国研

修員のうち、休職（2名、学位取得のための長期研修21）、逝去（2名）を除くすべての帰

国研修員が、NEST、PEST、DESTの主要メンバーとして活動に携わっているほか、現場

においてはファシリテーターとして授業研究活動の推進（各学校での授業研究の計画、

実施、モニタリング等）に参画するなど、重要な役割を担っている。プロジェクト以外

の支援形態による研修も含めて、研修機会を優先的にプロジェクト対象機関、州に割り

当てるなど戦略的に人材育成を行ったことは、専門家による技術移転を効果的に補完す

ることとなり、現場での授業研究の普及、実践を促進した。 

 

2）ザンビア側投入、活動、成果の因果関係 

ザンビア側も、日本同様PDMで合意した人材、資金の投入を実施してきた。プロジェ

クト実施に必要な資金の大半がザンビア側の予算で賄われていることは特筆すべき点で

ある。他方、ザンビア側カウンターパートである教師教育局現職教員研修ユニット内の

人員（2名）が3年間欠員状態であったこと、教育省内予算執行手続きの遅れから一部の

活動（NEST会合や地方出張など）が延期されることがあったなど、投入のタイミング、

量には課題があった。州教育事務所及び郡教育事務所や、学校現場でのヒアリングでは、

現状のモニタリングでは頻度が十分ではないとの認識が示され、モニタリング頻度に限

界がある要因として予算不足及び農村部では交通手段（車両、バイク等）の不足が挙げ

られた。ザンビア側投入についてはいくつか課題は確認されたが、成果達成を阻害する

要因とはなっていない。 

 

（4）インパクト：高い 

上位目標達成見込みは十分に高いと考えられること、活動を通じて予期しない正のイン

パクトが確認されたことから、インパクトは高いと考えられる。 

 

1）プロジェクト上位目標の達成見込み 

4-1-5で述べたとおり、政策面（SBCPD全国展開マスタープランの策定や予算措置にみ

られる政策的コミットメントの存在）、技術面（育成された人材の蓄積、授業研究実施ガ

イドラインやスキルブックの開発）、実務面（SPRINTを活用した授業研究普及システム

の構築）から判断し、SBCPDの継続、対象州以外の州への普及という上位目標達成の可

能性は高いと考えられる。しかし、学校現場での授業研究定着のためには、PESTやDEST

によるモニタリングのための十分な予算確保や、教員/教室不足の学校への対策などが講

じられることが必要である。 

 

2）プロジェクトと上位目標の因果関係 

プロジェクト目標の達成は、上位目標の達成に大きく貢献する。SBCPD全国展開マス

タープランの中では、本プロジェクトで対象となった3州が、新たに対象となる州に対し

                                            
21 うち 1 名は JICA 長期研修員として日本に留学中。 
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て授業研究の普及展開を支援する役割を担うこととされている。本プロジェクトを通じ

て、対象3州がそれぞれ授業研究の実践を通じた授業の改善という成果を挙げられたこと

により、全国展開のための基盤が確立されたといえる。 

 

3）予期しない正・負のインパクト 

予期しない正のインパクトとしては、北西部州・コッパーベルト州において、支援対

象外であった学年や科目の教員にも授業研究に参加する教員がいたこと、教員養成校（北

西部州）のシラバスに授業研究が取り込まれたことなど、支援対象外のグループへの波

及が認められたことが挙げられる。また教員に対するインタビューでは、授業研究の効

果として、教えることに自信がつき、教えられなかった単元を教えられるようになった、

生徒の理数科の成績が良くなったことなどが挙げられた。 

一方、予期しなかった負のインパクトとしては、授業研究の実践及び成果発現は、校

長の意欲やリーダーシップによって大きく左右されることから、意欲のある校長が運営

する学校とそうでない学校との間の格差が広がってしまうという危険性が関係者から指

摘された。 

 

（5）持続性：比較的高い 

プロジェクトの持続性は、政策面、組織面、技術面からは高いと考えられるが、財政面

ではモニタリング予算の不足や執行遅れなどの課題が確認されたため、総合的には「比較

的高い」と判断した。 

 

1）政策・制度面 

教育政策や国家開発計画において、教員の継続的な職能開発のための重要な施策とし

てSBCPDの実施が位置づけられており、全国展開のためのマスタープラン策定など、政

策的コミットメントは非常に高い。プロジェクトを通じて、授業研究活動を継続するた

めの制度的基盤が教育省及び3州において確立された。加えて、教育省次官からは、本調

査で確認された課題（モニタリング予算の不足や、教育省担当部局の欠員等）について、

対処していくとの強い意志が示された。 

 

2）組織面 

教育省、州、郡の各レベルの関係者が高いオーナーシップをもってSBCPDを推進して

いることが確認された。SBCPD推進の一環としての授業研究の普及展開は、各レベルの

関係者の日常業務として実施されており、今後も活動を継続して実施するための組織的

基盤は確立されたと考えられる。 

 

3）技術面 

ワークショップを通じて、校長、教員間での知識、技能の共有も進んでいることに加

えて、本邦研修や第三国研修、ワークショップ等を通じて育成されたファシリテーター

が、継続的に現場での活動に携わっており、経験・知見が現場に蓄積されつつある。 
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4）財政面 

ザンビア側は現地での活動実施経費の大半を負担するなど、財政的基盤は相当程度強

いものであるが、現場での活動継続や全国展開を成功させるためには、モニタリングな

ど、SBCPD活動全般に対して更に優先的に予算配分がなされる必要がある。 

 

５－１－２ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

授業研究活動がザンビア既存の教員研修システムであるSPRINTを活用したことが挙げ

られる。授業研究活動をSPRINTの一部として位置づけ、既存の教育行政組織の本来業務と

して活動実施・モニタリングを実施する計画とした。これにより日本側投入は最小限であ

るものの、ザンビア側リソース（人材、資金、指導行政の仕組み）を最大限活用し、効率

的に授業研究を広く普及することができた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

実施プロセスに関し以下の2点が貢献要因として挙げられる。 

第一に、ザンビア側の高いオーナーシップが貢献要因のひとつだと考えられる。本調査

では、教育省から学校現場に至るまで関係者の高いオーナーシップが確認された。授業研

究活動を外部からの押し付けではなく、ザンビアの国家事業と認識して主体的に活動に取

り組んだことが現場での活動定着につながっている。予算不足などの問題があった場合も、

管理職のコミットメントにより必要予算を捻出するなど問題の解決が図られている。 

第二に、本邦研修や第三国研修の帰国研修員が積極的に知見・スキルを共有したことが

挙げられる。授業研究を実施する教員、これを支援する学校運営者やファシリテーターに

対して日本人専門家が技術的に指導する機会は限定的であるが、本邦・第三国研修の帰国

研修員が教員、学校運営者、ファシリテーター向けワークショップにおいて研修で学んだ

知見・スキルを積極的に共有することによって、授業研究をより効果的に実践することが

可能となった。 

 

５－１－３ 効果発現を阻害した要因 

他方で、実施プロセスに関し、以下の課題・阻害要因が確認された。 

第一に、ザンビア側の予算確保、支出の困難さ（本省、州、郡）が挙げられる。州・郡教育

事務所での予算計画策定時に教師教育に必ずしも優先的/重点的に予算が配分されないこと、財

務省からの予算配賦の遅れ、予算執行手続きに長時間を要すこと等から、授業研究活動の必要

経費が適時に手当てされず、各種ワークショップや活動のモニタリングが計画どおり行われな

いことがあった。 

第二に、ザンビア側コア・カウンターパートの退職、異動が阻害要因として確認された。フ

ェーズ1の活動を主導していた主要カウンターパート（3名）が定年退職、留学等により不在と

なった際に、活動の一部が一時的に停滞した。また、教育省の教師教育局現職教員研修ユニッ

トの空席（2名）が続いており、人員不足のために教育省として実施すべき業務の遅延がしばし

ばあった。 

最後に、日本人専門家の人数減は技術移転のスピードを減退させる一因となった。2010年3月
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に日本人専門家1名が帰国したあと、州や郡関係者に対して授業研究実践に関する技術的な指導

を行う機会が減少した。活動の継続に影響は与えていないが、授業研究実践の質的側面を改善

するための支援を継続的に実施することが困難であった。 

 

５－２ 授業研究の質的側面に関する評価結果 

調査対象の各州では、多くの教員が授業研究の重要性及び必要性を意識し、主体的に取り組ん

でいる様子がうかがえた。授業研究サイクル（授業で扱う学習課題や指導上の留意点の確認→複

数の教員の協力による指導案の作成→教員相互による授業の観察→授業後の検討会の実施）が日

常の教育活動に位置づけられていると認められ、制度の定着という点では一定の成果がうかがえ

る。全体として、授業研究の成果として考えられるのは、次の3点である。 

① 同一教科内の教員が相互にコミュニケーションを深め、指導法や教材等に関する情報共有

を行うことにより、教員の指導力の平準化が図られつつあること。 

② 授業研究に積極的に取り組んでいる学校では、その活動が教員の成長につながっていると

感じられること。 

③ 授業研究活動が生涯にわたって学び続ける教員集団づくりに大きく貢献していると考えら

れること。 

 

また、具体的に授業及び授業後の検討会を観察した結果、良い取り組みと評価できる点は、次

の5点である。 

① 導入―展開―まとめといった構成が意識され、児童生徒にとって分かりやすい授業である

こと。 

② 授業のはじめに学習目標がはっきりと伝えられていること。 

③ 身近な教材や視覚に訴える教材を活用していること。 

④ 授業中に机間指導を行い児童生徒一人ひとりの学習状況に応じた助言を与えていること。 

⑤ 授業後の検討会では、教員間で、授業の構成、教材、教員の質問など、多岐にわたる意見

交換がなされていたこと。 

 

一方、研究授業や授業後の検討会に関し、調査団による観察を通じて確認された指摘事項及び

今後の改善に向けた方向性は次のとおりである。 

 

（1）教員の質問のしかた 

・ 授業中に教員が行う質問に関して、児童生徒の思考を促す質問も一部にみられたが、

依然として既習知識の確認や回答にYes/Noだけを求める質問が大部分である。 

・ 質問数が多いほど良いといった思い込みやブルームのタキソノミー（分類学）を過信

し、質問形式などにとらわれすぎている印象を受けた。 

・ 児童生徒が授業中に自由かつ主体的に思考する習慣が身についていないと感じられた。 

・ 教員の質問や授業中の練習問題は、単に既習事項を確認したり、手元にある教科書か

ら答えを探すものが多かった。 
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＜児童生徒の考えを引き出す質問のための方向性＞ 

 児童生徒の思考を促すためには、彼らが個別に考える時間や他の者と相互に意見交換を

行う時間を確保する。 

 生徒の発言内容に応じて、教員が臨機応変に質問を変えていく。 

 授業中の質問、練習問題、学習課題は、児童生徒の思考の流れをより一層意識して与え

るようにする。 

 

（2）教員による研究授業の観察 

・ 研究授業中に教員が授業観察を行う態度には、教室内のさまざまな位置から観察し授

業中の児童生徒の様子も捉えようとする積極性がうかがえる半面、依然として教室の

後方に座ったまま授業者のみに集中する観察態度もみられた。 

 

＜学習者中心の考え方に基づいた授業観察への方向性＞ 

 教員が行う質問や指示と、それらに対する児童生徒の反応の様子を常に関連づけながら

授業を観察するなど、観察者が、教員と学習者の両方に注目しながら観察することが必

要である。 

 

（3）研究授業後の検討会 

・ 授業後の検討会では、授業を行った教員の指導方法に関する指摘が多く出されたが、

授業を受けた児童生徒に関するコメントは少なかった。 

・ 観察した同僚の教員からは、授業の流れの中で表面的に捉えられる事実に関する意見

や根拠が薄いまま授業全体を肯定的にみる意見も出されていた。 

 

＜学習者を念頭に置いた検討会実施のための方向性＞ 

 授業計画の作成段階で授業研究サイクルのための明確な目標を設定する。 

 授業研究サイクルの第１ステップである「授業で扱う学習課題や指導上の留意点の確

認」において、児童生徒の実態、例えば、既習の知識、学力、興味・関心、態度、家庭

状況等をより深く理解し、授業の目標を明確にしておく。 

 児童生徒の実態や教育省から示された教育方針、カリキュラム、評価基準などに基づい

て、教員が、指導対象である児童生徒のニーズや課題を意識し、その目標達成のために

どのような指導が適切かを考える。 

 授業研究サイクルの第2ステップである「複数の教員の協力による指導案の作成」にお

いて、児童生徒のニーズに合わせた目標を設定しながら授業全体をデザインする。 

 授業目標は、授業研究において授業を観察する際の観点と密接に関連すべきものであり、

授業観察では、それらの観点について目標が達成されたかどうかという点に注目するよ

うにする。 

 授業の観察や評価においては、授業の目標がきちんと達成されたかどうかという点に重

点を置くようにする。 
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ザンビアにおける授業研究の質的側面については、上記のような改善の余地が残されてい

るものの、大変短い実施期間で、多くの教員が授業研究のサイクルの重要性を理解し、主体

的に参加している事実は注目に値する。この点に関して、中央の教育省から地方の各教育機

関に至るまで、すべての関係者がこれまで多大なる努力を重ねてきたことがうかがえる。教

員の中には、「自分の授業をもっと良くしたい」という熱意をもって取り組んでいる人が多く

いると感じられ、授業の実質的な改善に向けたザンビアの可能性の高さを感じるところであ

る。 

 

５－３ 結論（評価結果総括） 

本省から学校レベルまで高いコミットメントが確認され、活動は順調に進められていることが

確認された。PDMで合意したプロジェクト成果の大部分は達成されており、また授業研究を続け

ていくための基盤も整備され、プロジェクト目標も達成される見込みである。今後は、活動の継

続及び普及展開に向け、確認された実施上の課題に対する対策を講じるとともに、一層授業の質

の改善に焦点を当て活動を続けることが必要である。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提言 

合同評価委員は調査結果に基づき提言を取りまとめた。提言は、①プロジェクト期間終了まで

に対処すべき事項、②授業研究活動の改善、更なる発展に向けた提言の2項目に大別される。これ

らの提言は、教育省次官及び関係部局長に対して報告され、教育省教師教育局現職教員研修ユニ

ットを中心に（教育予算に関しては計画局と調整のうえ）対処されることとなった。 

 

６－１－１ プロジェクト期間終了までに実施すること 

（1）開発されたスキルブックの確実な配布と学校現場への定着 

NESTはこれまでの活動で得られた経験、教訓に基づき、スキルブック（教授技術）及び

スキルブック（SBCPDマネジメント）をそれぞれ2009年7月、2010年3月に開発した。2009

年8月にスキルブック（教授技術）1,500部を各州に配布、2010年10月にはスキルブック（教

授技術）増刷分2,800部及びSBCPDマネジメントスキルブック（初版）1,500部を配布する計

画となっている22。調査団による学校関係者へのヒアリングでは、スキルブック（教授技術）

は現場で常時参照されるほどには定着していないことが明らかとなった。両スキルブック

には、教師の発問技術や学校での授業研究活動のための時間確保の方法など、現場で直面

する課題への実践的な対策等がまとめられているので、早急に学校現場まで配布するとと

もに、次回ステークホルダーワークショップで内容や使い方の説明を十分に行い学校現場

に定着させることが必要である。 

 

（2）授業研究活動に関する校内モニタリングの強化 

学校現場での授業研究活動を促進するためには、学校内部者（校長、副校長、学科長等）

によるモニタリング（授業観察）が不可欠である。校内モニタリングを強化するひとつの

方策として、改良された「授業評価フォーマット（校内モニタリング用）」を定着させるこ

とが必要である。学校現場ではこれまでPESTやDESTなどの外部者によるモニタリング用に

開発された「授業評価フォーマット（モニタリング用）」を用いて授業観察を行うことがあ

ったが、同フォーマットは、教師の発問数をブルーム・タキソノミーに基づいて分類する

項目などが含まれ、校長などが日常的に用いるのは難しいことが分かった。「授業評価フォ

ーマット（校内モニタリング用）」は、難しい部分を改良したもので校内モニタリングによ

り適している。校内モニタリングを強化するために改良された「授業評価フォーマット（校

内モニタリング用）」を学校現場に配布し定着を図る必要がある。 

 

（3）各レベルの責任者に対する継続的な啓発、意識づけ 

授業研究活動の成否は、州、郡、ゾーン、学校の各レベルにおける関係者、特に管理職

のコミットメントに左右されるところが非常に大きい。NEST、PEST、DESTはそれぞれの

段階において、SBCPDの重要性、教育の質的向上における授業研究の有効性に関する啓発、

意識づけを行う必要がある。教育省による定期的会合等を通じた継続的な啓発活動に加え

                                            
22 2010 年 10 月配布分は、評価調査期間中に州教育事務所に配布されたが、学校までは配布されていない。 
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て、各州の進捗報告書を教育省でまとめてPESTと共有し、さらにPESTから全対象郡にフィ

ードバックすることも有効と考えられる。このようなフィードバックを通じて、DESTメン

バーは、他州・郡との比較において自州・郡の進捗を確認することが可能となり、意欲を

高めることができると考えられる。 

 

６－１－２ 更なる授業研究の普及発展のための提言 

（1）SBCPD関連予算の優先的確保 

本プロジェクトの実施にあたり、国内における多くの活動経費はザンビア側（州、郡、

学校）が負担した。しかしながら、予算不足や予算執行の遅れがモニタリングやワークシ

ョップ・会議の開催など一部の活動を遅らせる要因となった。今後は、教育省予算計画に

おいてSBCPDに関連する活動の優先順位を高め、優先的に予算を配分することが必要であ

る。さらに全国展開に向けた活動に必要となる予算を詳細に積算し、必要な予算が2011年

度の詳細計画策定時に確保されるようにする必要がある。 

 

（2）教育省担当部局（現職教員研修ユニット）の機能強化 

授業研究の全国展開を成功させるためには、州や教育省内の各部局、組織をまたがる多

くの活動を調整する必要が生じる。この役割を担う本省（特に中核となる現職教員研修ユ

ニット）の戦略策定、調整機能を強化することが不可欠である。 

 

（3）学校管理者に対する研修モジュールの開発及び既存研修コースへの組み込み 

校長、副校長、学科長は、校内でのSBCPD活動計画策定（学期ごと）、学校予算計画策定、

計画実施の進捗確認等を通じて、学校現場での継続的な授業研究活動の実施に重要な役割

を担っている。現在、教育省がEQUIP 2プロジェクト（USAID）による支援を受けて国立現

職教員研修カレッジ（National In-Service Training College：NISTCOL）で実施している管理

職向け研修（Education Leadership and Management Course）の一部としてSBCPDマネジメン

トを組み込むことが計画されているので、これを着実に実施することが必要である。 

 

（4）授業研究の中核技術者チームの編成 

全国展開を効果的に進めるためには、授業研究に関する優れた専門性を有する技術者チ

ームを中央レベルに設置し、授業改善や授業研究に関する知見、経験を蓄積し、具体的な

説明や実践的な助言を行えるようにすることが必要である。現在、海外での研修や現場で

の実践を通じて授業研究に関する知識やスキルを習得した人材は各地方（PEST、DEST、教

員養成大学など）の現場に配置されているため、中央レベルでは全体の基準・模範となる

ような中核技術者チームが存在しない。授業研究活動のモニタリングに責任をもつ各地方

の組織の中に経験を積んだ人材が存在することは現場での活動の質を担保するために重要

である一方、プログラム全体の質を向上させるためには、授業研究推進の核となる技術者

集団を形成することが必要である。SBCPD全国展開マスタープランの構想では、NISTCOL

がSBCPD（授業研究）の中心的な組織となることが期待されているが、現状ではNISTCOL

の人員、予算共に極めて限られていることから、組織能力の実質的な強化が不可欠である。

また教育省は現在NISTCOLの組織改編のための戦略策定を計画していることから、この戦



－46－ 

略では授業研究推進の核となることも含めてその機能、役割を明らかにする必要がある。 

 

（5）ファシリテーターの継続的な能力向上 

教員に直接助言を行うファシリテーターは、教授技術や授業観察技術について継続的に

高める努力が必要である。全国展開で新たに対象となる6州のファシリテーターのみならず、

現在対象の3州のファシリテーターについても同様である。教授技術、授業観察技術につい

て、ファシリテーターワークショップやNISTCOLの支援を得て実施することが想定されて

いる体系的研修において活用できるような標準的な研修モジュールや研修教材を開発する

ことが望ましい。このようなモジュール開発のために、本邦研修や第三国研修のうち同じ

コースに参加した帰国研修員が集まり、研修で学んだ事項をまとめてモジュールを開発す

ることも考えられる。 

 

（6）授業研究の質的向上のために 

授業研究活動に関して経験を積んだ学校は、さらに授業及び授業研究の質を向上させる

ため「5-2 授業研究の質的側面に関する評価結果」で示したような改善策に取り組むこと

が望ましい。授業研究を実施するごとに授業研究の1サイクルを通じて達成したい特定の目

標（あるいはテーマ）を設定することや、学習者の思考の流れを考慮しながら発問を計画

すること、研究授業の観察時にも教師だけに注目するのではなく学習者の態度、反応に注

目するといった学習者中心の考え方を取り入れることなどが挙げられる。 

 

（7）エンドラインサーベイ結果の授業改善への活用 

本終了時評価調査の準備の一環として実施されたエンドラインサーベイのうち、授業観

察の観察項目ごとに分析した結果は、授業の計画や実践に関して改善された点及び課題を

理解する参考となる。教員が授業を改善するためには、PESTやDESTからエンドラインサー

ベイの分析結果に基づく具体的な助言を得ることが重要である。授業研究を行う際には、

授業改善のあらゆる側面に同時に取り組むのではなく、エンドラインサーベイで特定され

た授業計画・実践上の課題のうち1つか2つに焦点を絞って計画、実践し、その焦点に沿っ

て評価することも有効である。例えば、第1学期の第1サイクルは「効果的な導入の仕方」、

第2学期の第2サイクルは「生徒の理解度を高めるには」をテーマとして、授業の観察項目

のうち「生徒が自ら授業の核となる概念を理解したか」「教材・教具は生徒の理解を助けた

か」等に着目することなどが考えられる。 

 

（8）モニタリング結果の戦略的活用 

授業研究の実践状況に関して、進捗報告書の総合計では目標値を達成しているものの、

詳細にみると、郡、学校によって授業研究実践度合いには相当のばらつきがあることが分

かる。モニタリングを実施するPEST、DESTは、モニタリングデータから特に実施率が低い

ディストリクト、学校を特定し、これらの対象について集中的にモニタリングを行うこと

が求められる。 
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（9）全国展開に向けて検討すべき事項  

教育省が進める全国展開を支援する次フェーズの協力計画の策定にあたっては本終了時

評価の結果を十分に踏まえる必要がある。特に、双方の投入規模（予算、日本人専門家の

人数、海外での研修機会等）、ザンビア側実施体制（NESTの構成、開催頻度など）等につ

いて検討する必要がある。これらの事項は、詳細計画策定調査を実施する際に詳細に検討

される予定である。 

 

６－２ 教訓 

本プロジェクトの実施を通じて得られた教訓は以下のとおりまとめられた。 

    

（1）新しいアプローチ導入の際に既存制度を活用することの有効性 

ザンビアにおける授業研究は、既存の現職教員研修プログラム（SPRINT）の枠組みを活

用して導入された。既に学校現場に定着していたプログラムの一部として導入することに

よって、新しいアプローチに対する教員や学校管理職の抵抗感を和らげることに成功し、

さらに、実施・モニタリングのための新たな仕組みを構築する必要がなかったため効率的

に新しいアプローチを導入することが可能となった。このように現場に既に定着している

制度、組織を活用することは、新しい考え方やアプローチの導入に対する抵抗感を和らげ

ると同時に、新しい考え方やアプローチを早く、かつ安く普及することが可能となる。 

 

（2）授業研究の定着における教育行政側のコミットメントと教員自身のやる気の必要性 

授業研究活動の担い手は教員自身であるので、教員自身が自発的に活動を実施すること

が授業研究の成功には不可欠である。しかし、教員自身のやる気だけでは不十分であり、

教育行政（教育省、州、郡、学校管理職）からの適切な助言と支援も不可欠であり、両方

が車の両輪のように不可欠なものである。 

    

このほか、日本側にとっての教訓は以下のとおりまとめられた。 

（1）先方政府のオーナーシップを尊重した事業実施に伴うリスクと効果 

本プロジェクトのように、先方政府の制度や予算を活用して事業を実施する場合、政府

予算支出の遅れなどにより活動が停滞、遅延するリスクもあるが、先方政府のオーナーシ

ップを尊重して事業を実施することによって事業成果の持続性や活動の継続性を担保する

ことができ、結果的には効果の高い事業を実施することが可能となる。 

先方政府のオーナーシップを尊重した事業実施とするために、本プロジェクトでは案件

形成時から現地活動（ザンビア側がプロジェクト終了後も継続していくことが期待される

ファシリテーターやステークホルダーに対するワークショップ実施、職員によるモニタリ

ング活動など）に要するコストは全額ザンビア側負担とし、日本側はアドホックな投入で

ある第三国での研修や専門家自身の活動に要する経費、教材印刷費を負担するというコス

トシェアリングについて十分な協議を行ったうえで合意形成を図った。また、プロジェク

トの活動計画策定などは可能な限りザンビア側が主体的に実施するよう、専門家が粘り強

く働きかけた。案件形成時の議論や案件実施中の日本人専門家によるザンビア側とのかか

わりなどを通じて先方政府のオーナーシップを高めることが可能になった。    
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（2）ベースライン調査及びエンドライン調査の先方政府による主体的実施の効果 

本プロジェクトでは、ザンビア政府の事業の一部としてベースライン調査及びエンドラ

イン調査を実施し、データ収集や分析、レポート作成を各PESTが主体的に実施した。日本

人専門家による丁寧な技術支援を必要とするが、データ収集や分析の作業を通じて、現場

の教育関係者が自ら課題の発見・共有、対策の提案、成果の確認を行うことが可能となり、

現場のニーズに応じた改善提案や活動の実施につながる効果がある。またこのような業務

を通じて事業に対するオーナーシップが高められ、結果的に事業の持続性を担保すること

が可能となる。 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ及び合同評価報告書（英文） 

 

２．エンドライン調査報告書（各州作成報告書及び補足分析結果） 

２－１ 中央州 

２－２ コッパーベルト州 

２－３ 北西部州 

２－４ エンドライン調査で用いられた評価ツール 

・ 授業観察シート 

・ 校長用質問表 

・ 教員用質問表 

・ 生徒用質問表 

・ 生徒用質問項目のうち分析に用いられた質問項目の一覧 

 

３．運営指導調査報告書 

 

４．SBCPD 全国展開マスタープラン 

 

５．短期専門家（教育評価）業務完了報告書 
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